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1 第 11 回全国和牛能力共進会宮城大会を基軸とした仙南地域の肉用牛振興対策 

大河原家畜保健衛生所 

斉藤隼人，橋本佳奈，遠藤潤，半沢康弘 
 

１ 背景と目的 

  当所管内である仙南地域は２市７町で構成

され，黒毛和種肉用繁殖雌牛及び子牛，肥育牛

の飼養戸数 231 戸，飼養頭数は 14,578 頭（家畜

伝染病予防法に基づく定期報告集計平成 29年 2

月 1 日現在)と肉用牛生産の盛んな地域である。  

一方，仙南地域の平成 20 年度の子牛市場価格

は県市場平均の 94．6%であり，年々低下傾向に

あった。この対策として，子牛育成技術の向上

を目的に骨格や腹作りに重点を置いた「仙南子

牛育成マニュアル」を作成し 1），優良な子牛生

産づくりに取り組んできた。この取組に続き平

成 29 年に第 11 回全国和牛能力共進会（以下，

全共）が宮城県で開催されることに合わせ，仙

南地域の和牛評価向上を最終目的に，全共上位

入賞を目指し「組織づくり」，「牛づくり」及び

「人づくり」の３つの取組を行った。 

 

２ 取組－組織づくり－ 

 仙南地域は，白石，角田，蔵王しばた，丸森

の４つの和牛改良組合があるが本地域を包括す

るような組織がなく，和牛改良のさらなる推進，

全共への地域一丸となった取組のためには，新

たな組織づくりが求められていた。 

 優良雌牛の管内保留等による改良推進や斉一

性の高い和牛生産体制の確立を目的としたみや

ぎ仙南和牛改良推進組合設立準備委員会が発足

した。準備委員会は平成 25 年 12 月～平成 26

年 7 月まで 5 回開催された。準備委員として各

改良組合，大河原家畜保健衛生所，大河原農業

改良普及センター，みやぎ仙南農業協同組合，

全国農業協同組合連合会宮城県本部畜産部仙南

畜産事業所が構成員となり，特に改良の目標，

原種基礎雌牛選定基準について検討した。準備

委員会での協議を重ねた結果平成26年7月に仙

南和牛改良推進組合が設立された。また，改良

目標が設定され（表１），発育，体伸，皮膚の優

点を保持し，前躯幅，腿，尻，体上線の難点を

改良していくという方向性が決定された。仙南

和牛改良推進組合の設立により，全共へ向けた

地域一丸となった取組体制が確立され，和牛改

良のさらなる推進が図られることになった。 

表 1 仙南地域の改良目標 

 

 

３ 取組－牛づくり－ 

 牛づくりでは，子牛の飼養技術向上による地

域の発育状況改善のため以下の取組を実施した。

平成 22～27 年には，仙南地域の子牛マニュアル

の作成と巡回による子牛の育成技術に関する指

導を実施した。平成 27～29 年には本格的に全共

へ出品対策を開始し，指定交配とその産子につ

いての調査，巡回・集合指導，地域の選考会を

開催した。 

 仙南地域では，全共出品区における１区と７

区の計 33 頭に対し指定交配した。その他 2～6

区も含め候補牛の調査は，計 108 頭行い，その

うち 24 頭を選抜し，巡回・集合指導を行うこと

とした。 

表 2 指定交配，調査及び指導対象頭数 
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巡回指導では，体高，十字部高，体長，胸囲，

腹囲，胸深，尻長，腰角幅，かん幅，坐骨幅の

体尺測定を行い，栄養度，飼料給与量の調査，

飼養管理の改善指導を行った。 

 この中でも特に仙南地域は，栄養度が高い傾

向にあった。栄養度は，原則として４～６の範

囲を超えたものについては優等賞の中位以下と

することを基本にする 2）とあることから適正範

囲となるよう指導した。具体的には栄養度チェ

ックシートを作成，各飼養者に配布した。チェ

ックシートは各飼養者の牛舎へ設置し目視化す

ることで栄養度の状況の把握と改善に向け指導

するのに有効であった。全共直前の平成 29 年 8

月には 4 頭中 3 頭が栄養度 6 となり，残り 1 頭

についても全共までには栄養度 6 となった。 

 
図 1 栄養度の推移 

 

４ 取組－人づくり－ 

 全共へ向け牛の体型等の矯正や取扱いを容易

にするための馴致を目的に繋ぎ運動を行う必要

がある。仙南地域の全共候補牛飼養農家では専

用の繋ぎ場を有している者はいなかったため，

推進組合の役員会等で全共専用の繋ぎ場を設置

した事例の紹介，現地視察等を実施した。また

地域の全共候補牛飼養者が一度に集まる集合指

導会の開催を通して出品者同士が交流する機会

を作るなどの対策を講じた。その結果全共に対

する取組への意識が変化し始め，最終的には全

共候補牛全戸で専用の繋ぎ場を設けるまでに至

った。 

また，平成 26～28 年にかけては，「第 11 回全

共宮城大会に向けて」を共通テーマにした情報

提供，育成技術向上を目的とし各テーマを設け

て講演会を主催することで地域全体の子牛育成

技術のレベルアップと全共に対する意識醸成を

図った。 

 

５. 成果・まとめ 

①組織づくりでは仙南和牛改良推進組合が設立

されたことで和牛改良の推進体制が整ったこと，

また全共へ向かって地域一丸となった取組が可

能となった。 

②牛づくりでは，指定交配や巡回・集合指導会

により，調教や飼養技術の向上，仙南地域を担

う優良雌牛を生産できた。 

③人づくりとして講演会や巡回，集合指導会等

での交流を通じ，全共に対する意識醸成を図る

ことができた。 

これら取組の結果，平成 29 年度宮城県畜産総

合共進会（県共；全共宮城県最終選考会）にお

いて，８区総合評価群で最優秀賞を受賞，全共

７区種牛の部における宮城県代表牛の座を獲得

した。また，全共においても，７区種牛の部で

優等賞４席（４位），肉牛の部との総合評価でも

優等賞６席（６位）を受賞した。また，仙南地

域の子牛市場平均価格は，県共終了後の平成 29

年 7 月以降すべての月で県平均を上回って推移

した（平成 30 年 1 月 18 日現在）。全共の上位入

賞が仙南地域の和牛評価向上の一要因となった

ものと推察される。 

今後の取組としては，これまでの取組の継続

に加え遺伝的な改良をさらに推進し，育種組合

への移行も視野に仙南地域の和牛振興を図って

いく。 

 

６.参考文献 
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2)第 11 回全国和牛能力共進会審査基準 
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2 第 11 回全国和牛能力共進会に向けた地域の取り組み 

東部家畜保健衛生所 

渡部祐未，阿部玲佳，阿部忠宏，武田正寛，早坂駿哉，伊藤敦 
 

１ はじめに 

 第 11 回全国和牛能力共進会（全共）は，「高

めよう生産力 伝えよう和牛力 明日へつなぐ

和牛生産」をテーマに，平成 29年 9月 7日から

11 日までの間，夢メッセみやぎをメイン会場と

して開催され，全国 39 道府県から種牛の部 330

頭，肉牛の部183頭，高校の部14頭が集結した。 

 当所が中心となり地域の畜産関係機関と連携

し，肉用牛の改良及び全共出品対策に取り組ん

だので，その概要を報告する。 

 

２ 登米地域の肉用牛生産 

登米市は肉用牛飼養戸数 815 戸，頭数は

25,402 頭 1)で，市町村別では県内 1 位，飼養頭

数は本州 1 位であり，県内有数の肉用牛生産地

である。地域の肉用牛生産者の高齢化が進んで

いる一方，「後継者部会」など若年層の活動が活

発に行われており，比較的後継者が育まれてい

ることも特徴である。 

 地域肉用牛改良の取り組みとして，東部家畜

保健衛生所や登米和牛育種組合，JA みやぎ登

米和牛改良組合協議会が中心となり，子牛保留

選定会や産子検査を実施している。子牛保留選

定会は，平成 8 年の育種組合発足当初から 20

年以上継続している取り組みで，優良雌子牛の

地域内保留や生産者の哺育育成技術向上を目的

とし，毎月 1 回雌子牛を集合させて審査を行っ

ている。また，産子検査は，毎月の子牛市場に

合わせて実施し，育種牛や基礎雌牛等の産子の

体型審査を行っている。これらの取り組みによ

り優良と審査され，地域内に保留される牛には，

県や市，JA，育種組合等から保留助成金が交付

される。地域全体で積極的に優良雌牛の保留，

増頭に取り組み，登米地域は県内肉用牛改良の

拠点地域の一つとなっている。 

３ 肉用牛改良及び全共に向けた地域の推進体

制 

 肉用牛改良に向けた繁殖雌牛群整備のため，

平成 23 年 2 月に県畜産課を事務局とする肉用

牛改良推進会議が設置された。この会議のもと，

地域では平成 25 年 2 月に東部家保を事務局と

する肉用牛改良推進登米本吉地域対策会議を設

置した。全国和牛登録協会宮城県支部やみやぎ

登米農業協同組合，南三陸農業協同組合，登米

市，気仙沼市，南三陸町，登米和牛育種組合等，

地域の肉用牛に係わる組織を中心として，定期

的な会議や生産者への情報提供，交配および飼

養管理指導，巡回調査，集合調査等を実施した。 

 

４ 地域対策会議の活動 

１）肉用牛改良に向けた活動 

 地域の繁殖雌牛の血統について分析し，優秀

な産子を生産できるよう，血統に合わせた推奨

交配パターンを検討した。地域に多く飼養され

ている繁殖雌牛の父牛と,その血統に合った交

配種雄牛を具体的に例示した資料（図 1）を作

成し，巡回調査時に配付して適切な交配を推進

した。 

２）全共に向けた活動 

 地域対策会議は，平成 25 年 2 月から全共開

催までに計 7 回開催した。会議では，全共まで

のスケジュール案や出品対策基本計画の周知，

巡回調査の説明を行った。 

 平成 26 年 8 月から巡回調査を始め，種牛の

部では出品条件を満たす繁殖雌牛や指定交配可

能な雌牛及びそれら雌牛から生まれた産子を対

象に，肉牛の部では指定交配可能な雌牛及びそ

れら雌牛から生まれた産子を対象に体測や体型

審査，分娩及び種付け月日を調査した。 
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 指定交配を依頼するため，体型や能力，交配

期間等の条件を満たす繁殖雌牛の所有者 137名

を対象に，地域を 4 地区に分け，地区ごとに説

明会を開催した。説明会では，肉用牛を取り巻

く現状や全共の概要，全共に向けた調査の報告

と出品牛造成計画について説明を行った。家畜

人工授精師への情報提供及び依頼も行い，その

際には資料（図 2）を配付し，指定交配を推進

した。 

 

図１. 推奨交配パターン配付資料 

 

（１）種牛の部における活動 

 地域では 2 区，3 区及び 7 区（種牛）の候補

牛を対象に，巡回調査や比較調査で 2 区 8 頭，

3 区及び 7 区（種牛）16 頭を選定し，地域の生

産者に受け渡しを行った。 

 また，集合調査会は 2 区・5 区・6 区・7 区（種

牛）を対象に開催し，測尺や個体調査，比較調

査，つなぎ及び引き運動，牛体の手入れ，調教

について指導を行った。 

 地区選考は第一次選抜会を平成 29 年 4月に，

地区最終選抜会を 5 月に開催し，県最終選考会 

 

図２. 指定交配依頼時に配付した資料 

 

へ出品する 18 頭を選定した。県最終選考会は 6

月に開催され，地域から 5 頭が全共出品牛とし

て選定された。 

 その後，集合指導会を 5 回開催し，体測や栄

養度判定，正姿勢，縦列および歩行の練習，牛

体の手入れ，調教について指導を行った。 

 

（２）肉牛の部における活動 

 平成 25 年から 2 回の早期肥育試験を重ね，

平成 28 年 4 月に，出品候補牛 24 頭が地域の肥

育農家 6 戸に受け渡された。 

 平成 28 年 7月から平成 29 年 6 月まで計 7 回

の早期肥育牛巡回調査を実施し，体重測定や測

尺，ビタミンや飼料給与量および治療歴の聞き

取り，血液成分の分析，超音波肉質診断を行っ

た。 

 県最終選考会は 7 月に開催され，地域から 4

頭が全共出品牛として選定された。 

 

５ 種牛の部出品者への支援体制 

 県最終選考会後から，地域の生産者や農協職

員，和牛改良組合員，育種組合員が中心となり，
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種牛の部出品者への支援が始まった。地域の生

産者たちは自発的に出品者への支援を申し出た

後継者等で，出品者と SNS で連絡を取り合い

ながら，毎日 1～3 人が引き運動や牛体の手入

れ，調教を行い，出品者の精神的・身体的負担

を軽減するよう努めた。 

 

６ 全共出品牛の審査結果 

 平成 29 年 4 月の全共申し込み時点で，県の

出品候補牛の約 3 割を占める 66 頭を地域から

輩出し，全共には 5 頭の種牛と 4 頭の肉牛が出

品された。 

 出品審査の結果，地域の出品牛が第 2 区若雌

の 1 で優等賞 1 席（表 1）となり，県内肉用牛

関係者悲願の日本一を獲得した（図 3）。他の区

においても県出品牛が上位入賞を果たしたこと

もあり，当県は出品団体表彰過去最高の第 4 位

を獲得した。 

 地域で積極的に行われてきた肉用牛改良への

取り組みや組織体制のもと，地域対策会議がそ

の基盤を有効活用した結果，多数の候補牛の輩

出や地域の理解・手厚い支援に繋がったと考え

られた。これらが出品者の努力や経験と一体と

なり，地域出品牛の上位入賞という結果に繋が

ったものと考えられた。 

 

表 1. 全共出品牛の審査結果（登米地域） 

区分 受賞成績（順位） 

第 2 区 優等賞 1席（1/33） 

第 3 区 1 等賞 1席（17/32） 

第 6 区 優等賞 5席（5/17） 

第 7 区 優等賞 6席（6/16） 

（肉牛のうち 1頭） 

第 8 区 1 等賞（-） 

（3頭のうち 2頭） 

第 9 区 優等賞 25席（25/78） 

 

 
図３. 第 2 区で日本一を獲得した出品牛 

 

７ 日本一獲得が地域へ与えた影響 

地域出品牛の日本一獲得は，生産者の増頭・

更新の意欲を高めるとともに，次回全共への出

品意欲を刺激し，地域の畜産が活性化した。ま

た，登米市内の飲食店（図 4）では「全共日本

一」を祝う特別メニューも提供され，生産者の

みならず一般の消費者にも地域の肉用牛生産に

ついて知ってもらう良い機会になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４. 特別メニューが提供された市内飲食店 

 

８ 第 12 回全共向けて 

 全共は，日々の地道な活動の成果を代表牛や

候補牛として実証していくものである。 

 今回の全共上位入賞の要因を分析・整理し，

県全体で共有し，関係機関と生産者が一体とな

った「オール宮城」体制を更に維持，発展させ

ていくことが次回全共に向けて必要であると考

える。 

また，「オール宮城」体制で分娩間隔の短縮等

更に改良増殖を推進することや，おいしい和牛
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肉生産の推進に向けた MUFA 含有率の調査分

析等に取り組んでいくことは，次回全共への成

果に繋がると考えられる。 

東部家保は，「オール宮城」体制の中核となり，

地域の生産者・関係者の方々とともに肉用牛の

改良を積極的に推進していきたい。 

 

９ 引用文献 

1）農林水産省：2015 年農林業センサス報告書

（2016） 
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3 「全国和牛能力共進会 日本一」を目指した栗原地域の取り組み 

北部地方振興事務所栗原地域事務所 

佐藤元道，山田治，齋藤拓海 
 

1 地域の概要と和牛改良 

 栗原地域の繁殖和牛飼養戸数・飼養頭数は651

戸，3,901頭（宮城県家畜改良頭羽数調査平成29

年2月現在）で県内約18％を占める県内有数の和

牛産地である。 

 地域の和牛改良は栗原和牛育種組合と9地区和

牛改良組合を中心に進められてきた。改良の土台

となる繁殖雌牛群は，①雌牛群の上位2層の基礎

雌牛群に県基幹種雄牛を交配し生産され，産子検

査に合格した雌子牛と②県外からの導入牛等を群

に組み込むことで改良が進められてきた（図１）。 

 
図１：繁殖雌牛群の構成と流れ 

 

 そして，繁殖雌牛群の改良の成果を栗原地域共

進会の開催や宮城県総合畜産共進会（県共進会）

に出品し確認してきた。 

 

2 全国和牛能力共進会への挑戦 

全国和牛能力共進会（全共）は公益社団法人全国

和牛登録協会が主催し，5年に一度開催される全

国規模の和牛品評会で，雄牛，雌牛の和牛改良

の成果を競う「種牛の部」と肉質を競う「肉牛の部」

に約500頭が出品される。全共は肉用牛生産者や

関係者の注目度が高く，審査結果が和牛のブラン

ド化に大きく影響する重要な大会である。 

 栗原地域は第4回福島大会(昭和57年)から全共

に挑戦してきたが，第9回鳥取大会までは改良が

全国レベルにまで追いつかず，種牛の部では第9

回鳥取大会の第3区若雌の２の優等賞13席が最

高位であり，上位入賞が果たせない状況であっ

た。 

 そのような状況の中，平成21年宮城県知事が全

国和牛能力共進会の開催誘致を表明し，翌平成

22年6月に全国和牛登録協会総会にて，第10回

長崎大会の次期開催県に宮城県が決定した。 

 そのため，栗原地域は全共宮城大会を目標に優

良雌牛による基礎雌牛群の整備促進と優良和牛

生産の形成を図ることにした。 

 

3 全共日本一に向けた取り組み 

（１）長崎大会を通過点とした取り組み（H22～24） 

 全共日本一に向けて，長崎大会では①基礎雌牛

群の改良促進のため，栗原和牛育種組合の基礎

雌牛選定基準を基本・本原登録審査（成牛審査）

得点81.0から82.0にあげ，より良い母牛から生まれ

た雌子牛を保留し，②関係機関が密接な連携の下，

当時産肉能力が高く基幹種雄牛に選抜された「茂

洋」の雌子牛の保留を推進するため，「茂洋の里

づくり協議会」を設立した。 

 茂洋の里づくり協議会は 畜産振興部，農協，栗

原市などの関係機関１０組織で構成（図２）され，畜

産振興部は協議会の全体調整及び調査巡回時の

技術支援，保留助成を担当した。協議会の設立当

時は東日本大震災からの復興過程であり，福島第

１原発事故に起因する放射性セシウムによる牛の

出荷制限が行われ，繁殖雌牛の更新が困難な状

況であったが，助成措置などにより茂洋等県基幹

種雄牛産子の地域内保留を推進してきた。併せて，

栗原和牛の知名度と品質を向上するために，全共

への出品を支援してきた。 

 出品対策として，全共出品対策部会によるマニュ

アル作成や，研究会等の県全域の対策に加え，候 

補牛調査や集合・巡回指導等の地域対策を協議 
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会メンバーで実施した。 

 

 
図２ 茂洋の里づくり協議会 

 平成24年10月に開催された長崎大会には第3区

若雌の２(17～20ヶ月齢：未経産)及び第5区繁殖

雌牛群に出品し，優等賞5席，1等賞2席を獲得し

た。 

 長崎大会の体測結果を，上位入賞した第3区出

品牛と首席牛(宮崎県)を比較すると，体長で-6.8

㎝，尻幅で-4.0㎝と劣っていたが，胸深は+4.5㎝

で体高，尻長，かん幅は1.5㎝以内の差であった。

第5区繁殖雌牛群と首席牛群(大分県)の数値を見

ると，胸囲+5.7㎝，胸幅+2.0㎝，体高，体長，胸深，

尻長，かん幅は1㎝以内の差で，首席牛と遜色な

かったが，上位入賞が果たせなかった。 

 第10回全共長崎大会の反省点として，①出品牛

全体で，肢蹄の強さや体のしまりなど測定できない

審査項目の対応が不足し，「均称（釣合，姿勢）」，

「品位(肩付，鮮明さ，品)」が劣っていたこと，②繁

殖雌牛群では「茂勝」の欠点である前背幅や後躯

の狭さが改良された「茂洋」産子を揃えられず，「体

積感」「斉一性」が不足していたこと，③出品者へ

のサポート体制が甘く，出品者の負担が大きく，飼

養管理や調教に対応しきれなかったことが上げら

れた。 

 

（２）宮城大会に向けた取り組み（H25～29） 

 長崎大会での取り組みや反省を踏まえ，宮城大

会に向けて，雌牛調査拡充による「牛づくり」対策

を全共実行委員会出品対策部会と連携して進める

と共に，技術者の育成とサポート体制強化による人

づくり対策を行った。 

（a） 牛づくり対策 

 若雌牛の出品候補牛に関する調査・選抜では，

長崎大会よりも均称，品位の良い若雌牛を出品す

るために，母牛の段階から巡回調査を関係機関と

ともに行った。母牛の発育，肩付，体上線などの体

型に関することや分娩状況等を確認し，131頭を

選定した。そして母牛の生産者に対して，候補牛

生産に関する地域説明会を畜産振興部で開催し，

全共の取り組み周知と交配に対する協力を呼びか

けた。その後，選定条件に合う母牛を新たに加え，

生産された65頭について，巡回調査を行い候補

牛22頭を選抜した。 

 繁殖雌牛群の出品候補牛選抜では，協議会設

立以降，保留を進めてきた「茂洋」産子579頭から

分娩間隔400日以内など出品条件に該当した前

回3.5倍にあたる145頭を，農協・全農みやぎと共

に巡回調査し，20頭を一次選抜した。分娩前後で

の体型変化を考慮し，経時的な体型調査を行うと

共に群出品で重要となる群の揃いを確認し，9頭を

2次選抜した。そして，長崎全共の課題であった体

積，均称，品位に優れ，群として斉一性の高い5頭

を出品候補牛に選抜した。 

（b） 人づくり対策 

 地域の人づくりとして，若手生産者を中心に出品

候補者に誘導したので，その半数が県共進会や

全共を未経験という状況であった。 

 そのため，若手生産者等に対して，全共までの

県共進会を活用した技術レベル向上を協議会メン

バーで支援した。また，栗原市や農協等が助成し，

先進地への視察研修に若手生産者を派遣し知見

を増やさせた。最終選考会に向けて地域の集合指

導会に加えて，地域の集合指導会の回数を全大

会より増加させて技術指導を行った。 

 サポート体制の強化として，農協職員を出品対策

専任職員として2名配置してもらい，牛舎での飼養

管理や調教の徹底を図るために巡回指導にあたっ

てもらった。 

 

（3）全共宮城大会最終選考会（H29県共進会） 

最終選考会には，栗原地域の選考を経て，若雌 

牛8頭（単品区3頭，群出品5頭），繁殖雌牛群5頭 
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(群出品5頭)が出品された。 

審査の結果，若雌牛2頭（第2区若雌の1，第3区若

雌の2），繁殖雌牛4頭（第5区繁殖雌牛群）が県の

代表牛として選出された。 

 

（4）代表牛選抜後の最終比較審査に向けた取り組

み 

 出品牛の最終調整で，長崎大会では出品者が

個々で行っていたものを，出品牛を集合させて行う

ことにし，平日の早朝に追い運動を行い，肢蹄や

体しまり等の改善を図ると主に，複数の目で牛の状

況を確認し技術指導を行った。また，これまで全共

出品を目指していた候補者を出品者毎の補助員

に配置し，負担軽減を図った。 

 出品牛の変化として，平成29年1月と出品間近の

平成29年8月を比較すると，体しまり，体上線，肢

蹄の強さに違いが見られ，均称，品位が向上した

（図3）。 

 
図3 出品牛の変化 

 

（５）全共宮城大会最終比較審査（H29.9） 

 宮城大会最終比較審査では，牛づくりの成果とし

て，栗原地域から第2区，3区，5区に出品した全頭

が優等賞に入賞し，第3区若雌の2と第5区繁殖雌

牛群は4席と上位入賞を果たした。また，第5区繁

殖雌牛群では，全共出品牛の中で最も体積・均称

に優れた牛に与えられる「体積・均称賞」を受賞し

た。人づくりの成果として第3区出品者は就農3年

目であるが，和牛審査協議後継者の部で第2位に

入賞した。栗原地域はこの大会で全共日本一の常

連である鹿児島県や宮崎県に，若雌牛，そして繁

殖雌牛群で肩を並べるところまで到達することがで

きた。 

 

（5）第12回鹿児島大会日本一に向けて 

 宮城大会まで積み上げてきたものを次回鹿児島

大会日本一につなげていくため，全共や生産振興

に関するアンケート調査を行った。 

 アンケート調査は栗原地域の生産者81名に対し

て行い，60代の回答が37％と最も多く，20～30代

の回答が22％，40代9％，50代21％，70代11％と

なった。栗原地域共進会に出品者や補助員として

参加したことがある…54％，9月に行われた全共宮

城大会の審査会場(夢メッセみやぎ)にいった…

75％の回答があった。 

 県共進会や全共に出品者・補助員として参加す

ることについて，宮城大会開催前後の心情変化を

確認したところ（図4），参加することへの関心は約6

割から7割に増加しており，世代別に関心の度数を

見ていくと，20～30代は「やや関心がある」と回答

した生産者が増え，関心度数が増加したが，40～

60代は関心の度数は増加していないものの「大い

に関心がある」が増えていた。そのことから，共進

会への参加意欲が高まっていることと考えられた。 

生産者自身が肉用牛生産において，今後5年間を

目安としてどのようなことに力を入れていきたいか

について，増頭や育成管理等の肉用牛経営に関

する20項目の中から3つ選択するアンケートを行っ

たところ，上位には雌牛更新，子牛の育成管理，1

～5頭の増頭，ICTによる分娩間隔短縮などが上

位の回答となった（図5）。そのため，栗原地域には

共進会に対する高い意欲があるため，これらのニ

ーズに合わせた生産振興対策と共進会対策を組

み合わせて実施していくことが効果的であると考え

られた。 
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図4 アンケート調査結果① 

 
図5 アンケート調査結果② 

 

4 まとめ 

 当畜産振興部は①生産振興対策として，協議会

を設立し，関係機関の連携強化を図ると共に，茂

洋等県基幹種雄牛産子の地域内保留による基礎

雌牛群整備を行い，併せて②共進会対策として協

議会メンバーで若手技術者育成や技術支援を行

った。その結果，栗原地域の牛づくり，人づくりを促

進することができ，全共上位入賞により「栗原和牛」

を全国に発信することができた。 

 今後，次回全共鹿児島大会日本一を目指し，①

「茂洋美」，「洋糸波」，「勝忠久」など栗原産の県

基幹種雄牛による雌牛改良，②増頭・施設整備に

よる生産基盤強化，③子牛育成管理指導やICT

機器等を活用した分娩間隔短縮に向けた生産振

興対策に関する技術指導を推進すると共に，④地

域の人づくりとして，担い手育成・若手生産者への

技術支援の実施を図っていく。 

 

 

5 参考文献 

1）公益社団法人全国和牛登録協会 ,第１０回全

国和牛能力共進会褒賞目録(2012) 

2）公益社団法人全国和牛登録協会 ,第１１回全

国和牛能力共進会褒賞目録(2017) 

3) 公益社団法人全国和牛登録協会 ,和牛登録

事務必携(2015) 
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4 ICT 機器を利用した和牛繁殖経営への新規就農事例 

北部家畜保健衛生所 

松原敦子，鶴田昇 
 

１ はじめに 

 近年の和牛繁殖経営は，生産者の高齢化や担

い手不足等により飼養戸数・頭数が減少する等，

生産基盤の弱体化が課題となっている。県内の繁

殖農家の飼養戸数は2,886戸，頭数は24,441頭

（2017年2月1日現在）となっており，5年前と比べ

ると戸数頭数共に約3割減少している1)。 

 また，県内の繁殖農家における病傷事故発生状

況2)については，卵巣静止2,936件（29%），黄体

遺残1,847件（18%），難産1,362件（14%）等と繁

殖や分娩に関わる疾病や事故が過半数を占め，

子牛が主な収入源である繁殖経営にとっては，経

営に大きな影響が出ることが分かる。 

 

２ 新規事業 

 前述した繁殖農家の現状を踏まえ，2017年度，

県畜産課では，担い手による規模拡大や新たな担

い手を確保するため，ICT（情報通信技術）等を活

用した省力管理機器（以下，機器）の導入を支援

する「みやぎの肉用牛パワーアップ事業（以下，事

業）」の運用を開始した。 

（１）事業概要 

 事業対象1人当たりの補助率は3分の1以下で補

助上限は50万円。事業実施主体は農業協同組合

（以下，JA）等で，担い手もしくは担い手の確保が

見込める生産者や経営規模の維持・拡大を行う生

産者が対象となる。対象機器は，モバイル牛温恵

（以下，牛温恵）や養牛カメラ等といった分娩発情

監視装置やソーラー電牧，連動スタンチョン等の

労力軽減機器となっている。 

 このような機器を導入することにより，作業の省力

化が図られ，生産性の向上や規模拡大に繋がると

考えられる。 

 

 

（２）事業実施状況 

 2017年12月末現在，事業によって機器を導入し

た農家は県全体で33戸となっており，うち当所管

内は8戸の農家が事業を活用して機器を導入して

いる。飼養規模別に見てみると，20～49頭規模の

農家で機器の導入数が一番多く17戸となっている。

これは，県営農基本計画指標3)で示されている，専

業農家の目安となる約30頭規模での機器の利用

が活発であることが伺える。また，導入機器につい

ては，1戸の農家が複数導入している場合もあるが，

分娩発情監視装置である「牛温恵」が最も多い状

況となっている。（表1） 

表1 事業実施状況 

 
 

（３）牛温恵のシステム概要 

 牛温恵4)は，雌牛の膣内の体温を温度センサー

で測定し，分娩の約24時間前の体温低下や一次

破水時の温度低下，発情時に見られる体温上昇

等を検知し，外出先や自宅等，牛舎から離れた場

所にいる生産者にメールで通知するシステムとなっ

ており，立会い分娩による事故低減や適期授精の

ために活用されている。（図1） 
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図1 システム概略図 

 

３ アンケートによるニーズ把握 

 当所では，今後の事業展開に向けたニーズ把握

のため，JA加美よつば管内で今回の事業以外で

既に機器を導入している12人の生産者に対して，

機器の導入に関するアンケートを実施した。JA加

美よつばは，県内でも登米，栗原地域に次いで機

器の導入数の多い地域となっている。 

（１）アンケート内容 

 アンケートは，①年齢，②飼養頭数，③労働人数，

④導入している機器，⑤導入した理由，⑥導入し

て良かったこと，⑦導入後の課題・要望，⑧増頭の

希望の8つの項目について，聞き取り形式で実施

した。 

（２）結果 

 アンケートの対象者12人全員が牛温恵を導入し

ており，うち4人が牛温恵とカメラを併用していた。

（表2） 
表2 アンケート対象者機器導入状況 

 

 飼養規模は，20～49頭規模が7戸と最も多く，こ

れは県内の事業実施状況と同じ傾向であることが

わかった。また，機器を導入している生産者の年齢

は，30～40代の方が8人と過半数を占め，本人が

後継者という方がほとんどであった。労働人数につ

いては，本人と父親または本人と両親といった形

態が8戸と半数以上を占めた。 

 導入理由については，「分娩事故0」等といった

商品のPR内容に引かれたという方が多かったが，

実際に機器を導入してみると，分娩事故防止効果

のみならず，「見回りの回数が減った」，「夜眠れる

ようになった」等といった意見が多く，作業負担軽

減の効果も大きいことがわかった。また，導入後の

課題や要望については，費用や機器の不具合等，

様々な意見があった。（表3） 

表3 生産者の意見 

 

 

（３）まとめ 

 アンケート結果から，30～40代の後継者世代や

20～49頭規模の経営において機器の導入率が高

く，増頭に対しても意欲的であることがわかった。ま

た，機器導入による分娩事故防止効果以外にも，

身体的・精神的負担の軽減を実感する農家が多く，

機器の有用性を確認することができた。さらに，ア

ンケート対象者の中には，自宅と牛舎が離れてい

たり，水稲や畑作との複合経営を行っている方もお

り，機器の導入によって経営形態に合わせた繁殖

経営を展開することが可能であることもわかった。 

 以上のことから，ICT機器等の省力管理機器が，

担い手の就農の後押しや増頭等，生産性の向上

や経営の安定化に向けた有効なツールであること

が確認された。 

 そこで，当所では，管内の和牛繁殖新規就農者

に対して，事業を活用した機器の導入を支援する

こととした。 

 

４ ICT機器を利用した新規就農事例 

 今回は，加美町で和牛繁殖を行うH氏の事例を

紹介する。 



平成29年度宮城県家畜保健衛生業績発表会 

 13 

（１）概要 

 H氏は，2016年3月に県農業大学校を卒業後，

実家に就農した。現在，和牛繁殖雌牛10頭，5年

後は20頭へ規模拡大を計画している。H氏の経営

の最大の特徴は，自宅から牛舎まで車で15分の

通勤をしながら和牛繁殖の他，ネギや水稲の複合

経営を行っていることである。このため，分娩間近

の牛がいると不安になったり，別の作業のため牛

舎から離れることも多くなり，分娩や発情の見逃し

に繋がることが課題としてあげられていた。 

 そこで，当所で実施したアンケート結果から，H

氏の経営の課題解決にICT機器の導入が有効で

はないかと判断し，機器導入に向けて支援を行うこ

ととした。 

（２）支援の流れ 

 まず，本人，普及センター及びJAと連携しながら，

機器導入に関する打ち合わせを行った。打ち合わ

せの結果，導入する機器を牛温恵に選定し，デモ

機の活用を提案した。デモ機によってH氏は機器

の操作方法を習得し，分娩監視や発情発見等の

有用性を確認することができた。その後，事業を活

用し，JA担当者とも連携しながら費用計算や増頭

計画等を作成し，機器の導入まで至った。 

（３）現地指導 

 機器メーカーと協働し，デモ機利用時の課題や

疑問等を解決しながら，機器を導入した。（図2） 

図2 現地指導の様子 

  

今後の支援については，まだ機器の導入後間も

ないことから，分娩事故率や繁殖成績等の具体的

な数値を収集し，データ分析を行っていく。また，

機器導入後の課題や要望を聞き取り，関係機関と

連携したフォローアップを図っていく。さらには，こ

のH氏の事例を，今後の管内の事業推進にも活用

していきたいと考える。 

 

５ 今後の取組み  

 今後，当所では，以下の2つの項目について重

点的に取り組むこととする。まず1つ目は，事業の

積極的な周知を行うことで，具体的には，管内の畜

産農家や関係団体を対象とした畜産講演会を平

成30年2月16日（金）に開催し，事業の紹介やH氏

の事例紹介，メーカーと協働したICT機器の説明

を企画している。2つ目は，支援体制の強化で普

及センターやJA，機器メーカー等と連携しながら，

事業参加希望者の掘り起こしやニーズの聞き取り，

機器導入後のフォローアップを行っていく。 

 以上の取組みを通じて担い手による規模拡大や

繁殖農家の生産基盤強化に繋げていきたい。 

 

６ 参考文献 

1）各年2月1日現在 飼養頭羽数調査 

2）平成28年度家畜共済病傷事故病名実績書 

3） 宮城県営農基本計画指標（畜産部門） 

4) http://www.gyuonkei.jp/ 
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5 大規模肉用牛繁殖農場における地方病性牛白血病清浄化にむけた 20 年間の実績 

大河原家畜保健衛生所 

後藤庸，柴田千尋，西川彰子，小寺文 
 

1 はじめに 

 地方病性牛白血病(EBL)は牛白血病ウイルス

(BLV)の感染によって起こり，感染牛の多くは

長期間症状を示さず，3割程度が持続性リンパ

球増多症(PL)を呈し，発症は数%と言われてい

る1)。BLVの感染の多くが注射針，直腸検査，

吸血昆虫及び接触等の水平感染で，垂直感染は

10%程度と言われている1)。一方でウイルス保

有量が多い母牛やPL牛の産子で高いという報

告もある2)3)。EBLは全国的に発生頭数が増加し

ている。経済的損失も大きく，生産現場からは

早急な対策が求められており，平成27年4月に

農林水産省から示された「牛白血病に関する衛

生対策ガイドライン」が農場で清浄化対策に活

用されてきている。 

 今回，管内大規模肉用牛繁殖農場でEBL清浄

化対策を20年間にわたり行い，成果と知見を得

たので，その概要を報告する。 

 

2 背景及び清浄化対策の基本方針 

 当該農場は成牛200頭規模の肉用牛繁殖農場

で，平成10年度にEBLが散発していた系列農場

の閉鎖に伴い，BLV抗体陽性率97％（201/207

頭）の牛群を受け入れたことで，平成9年度の

19％（39/205頭）から55％に上昇し，EBL発生

予防対策が求められた。 

平成10年度に家畜伝染病予防法が改正され，

牛白血病は届出伝染病に指定されたことも契機

となり，農場と家畜保健衛生所が連携してEBL

清浄化対策を開始した。 

 当初は高浸潤状況であったため，対策は，生

産性及び経営状況に配慮した中長期的計画とし，

年1~2回の繁殖雌陰性牛群の抗体検査による感

染牛の把握を行いながら，できる限りの｢陽性牛

の隔離推進と優先的更新｣及び自家保留推進等

による｢陰性牛の確保｣を基本対策として進めた。 

 

3 材料と方法 

 年1~2回の繁殖雌陰性牛群と毎月6ヵ月齢程

度の子牛の抗体検査により農場の浸潤状況を把

握した。なお，抗体検査法は，平成9~25年度は

ゲル内沈降反応(AGID，牛白血病診断用抗原;

北研)で，平成11~15年度は一部受身赤血球凝集

反応(PHA，牛白血病抗体アッセイキット;日生

研)，平成26年度からはELISA(牛白血病エライ

ザキット;JNC)により実施した。なお，本稿で

は，対策の検討や知見のため行った追跡調査や

試験の記述は省略する。 

 平成28年度から抗体陽性牛の更新計画への

活用のため， 6ヶ月毎に血中ウイルス量

（BLV-CoCoMo-qPCR;理研），リンパ球数(全自

動血球計算機;日本光電)，リンパ球形態（血液

塗 抹 標 本 ） ， 総 LDH(FUJIFILM 

DRI-CHEM3500V)及びLDH分画 (タイタン

LDHアイソザイム試薬;ヘレナ研究所)の測定と

観察を行った。 

 

4 EBL清浄化対策全期間の浸潤状況と対策ス

テージ 

 図1に対策全期間における浸潤状況と対策ス

テージを示す。平成10~29年度にかけて延べ

9,347頭の検査を行った。BLV抗体陽性率は平

成13年度のピーク時には83%(354/428頭)まで

上昇したが，対策を継続し，平成29年12月時点

でBLV抗体陽性率7%(15/220頭)まで減少した。

浸潤状況と対策及び管理等について検討を重ね

ながら進めて来たので，それらをステージ1~5

に分けて以下に説明する。 
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5 EBL清浄化対策 

1) ステージ1(平成10年度~) 

平成10年度に陽性牛と陰性牛の接触を減ら

すために，放牧地及び牛舎で陽性牛の部分隔離

飼養を行った。当該農場は高浸潤状況であった

ため，放牧地及び牛舎の確保が難しく，放牧地

では陽性牛と陰性牛で一部パドックの共有を認

め，牛舎では陽性牛を固めて配置したが，陰性

牛と陽性牛が接触する個体も認められた。(図2)。 

平成13年度までBLV抗体陽性率は上昇を続

け，平成11年度にはEBL発症牛が1頭確認され

た。これは陽性牛の隔離が不十分な状況で，パ

ドックを中心に高浸潤系列農場由来の牛を感染

源とした，BLVの新たな流行が起こったことに

起因すると推察された。牛群編成の変更等に伴

い作業動線が煩雑化したことや，明確な効果が

見えなかったが，対策を継続することが重要で

あると認識し短期目標の設定を試みた。 

2) ステージ2(平成14年度~) 

平成13年度までに約100頭までに減少した陰

性牛群を対策開始時の200頭に戻すことを短期

目標に設定した。具体的には，陰性牛の自家保

留を進めるとともに，陽性牛と接触がないよう

にパドック及び牛舎単位の隔離飼養を実施した

(図2)。ただし，牛舎が不足する冬期は，牛舎単

位の隔離が困難であったため，同一畜舎で飼養

する場合は，単管パイプを利用して陰性牛群と

4mの緩衝帯を設けた。平成14，15年度にEBL

発症牛が3頭確認され，農場内のBLV汚染の高

浸潤を危惧し，平成15年度からは，肥育部門を

もつ関連農場を更新に活用することで清浄化を

推進した。平成17年度にはステージ2の短期目

標である陰性牛群200頭を達成し，清浄化に向

け着実に前進した。 

3) ステージ3(平成21年度~) 

農場の経営の見直し及び飼養管理の向上を図

るため，平成21年度には飼養規模を320頭まで

縮小した。この大幅な規模縮小に伴い放牧地及

び牛舎での陽性牛完全隔離飼養が達成され(図

2)，平成25年度には陽性牛50頭まで減少した。

一方で，陽性牛の完全隔離飼養後も，繁殖雌陰

性牛群抗体検査で陽転個体が毎年確認されてい

図 2. ステージ 1~3 における農場配置図 

ステージ 1 ステージ 2 ステージ 3 
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た。これは，現在では，AGID法による検査の

感度によるものと推察している。 

4) ステージ4(平成26年度~) 

平成26年度から検査方法に，より感度の高い

ELISAが導入された。導入直後の繁殖雌陰性牛

群抗体検査で陽転牛25頭を確認した。それ以降

は，新たな感染は認められていない。 

5) ステージ5(平成28年度~) 

平成28年度から新たに陽性牛の更新順序の

検討及び病態解明のために，6ヶ月毎の精密検

査によりウイルス遺伝子量，リンパ球数，リン

パ球形態及び血清LDH分画の追跡調査を実施

した。 

 図3に過去3回の精密検査で血中ウイルス量

10,000コピ－以上を示した7頭のリンパ球数と

血中ウイルス量の推移を示す。血中ウイルス量

が10,000コピ－/105細胞以上を示す個体では鼻

汁や唾液中にウイルスが排出されていることが

報告されていることから4)血中ウイルス量と

ECの鍵陽性判断基準を併せて,ハイリスク牛を

設定した。No.84及びNo.92の2頭に継続的な感

染リンパ球の増多傾向を確認し，PL牛と判定し

速やかにとう汰とした。なお,すべての期間中，

リンパ球の異型化は確認されたが，臨床症状及

びLDH分画に異常はなかった。BLVの感染動態

について目視化することで，農場と我々に陽性

牛の対応について共通理解が図れた。 

 20年間の子牛(5,159頭)のBLV 抗体検査結果

から子牛における感染リスクについて評価した。

平成14年度以降，陽性子牛は全て陽性母牛から

の産子であること，また，ELISA導入以降の結

果(平成27年度)から，陽性牛群における垂直感

染は20~30%で起こることが確認された(図4)。

当該農場の垂直感染率は陽性子牛を陽性母頭数

で除した値である。その母集団は複数のPL牛を

含む陽性牛のみで構成されており，PL牛群の垂

直感染が30%であったAgrestiらの報告3)とも類

似する。 

 ステージ4までは，陽性牛産子は分娩後でき

るだけ早期に母子分離し，初乳製剤と人工哺育

図 4. 20 年間の子牛の抗体検査結果と垂直感染率 

図.3 高ウイルス保有個体 7 頭の血中ウイルス量とリンパ球数の推移 
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を実施していたが陽性牛産子が減少したことで

作業の効率化が課題となった。部分隔離を開始

したステージ2以降，陰性牛産子に陽性子牛が

確認されていないことから，子牛の水平感染リ

スクは高くないと考えた。そこで，陽性牛産子

を従来行っていた要人工哺育陰性牛産子と同一

牛舎で飼養することとした。具体的には，まん

延防止のために，子牛間の接触がないように単

房を強化し，陽性牛産子の出生後のBLV感染リ

スクのさらなる低減が必要と考え，初乳非摂取

を含む分娩直後の完全分離を実施した。この結

果，現在までに子牛間の感染は認められていな

い。なお，単房管理の強化は疾病発生予防と育

成の向上につながった。 

 

6 まとめ及び考察 

対策開始当初は，BLV感染動態，伝播要因及

び予防対策に不明瞭な点が多く，農場従事者及

び我々は，EBL清浄化対策を農場の生産性向上

に次ぐ課題として，モニタリングや追跡調査を

様々な手法で取り組み，検討を重ねてきた。 

対策の20年間は，農場が高浸潤状況だった頃か

ら現在の清浄化最終段階までにわたり，今後,

全国で取り組まれる清浄化対策の一つの指標と

なり得ると考える。新たに取り組みを開始する

にあたっては，飼養者に疾病特性を理解しても

らい，対策を継続することが重要となる。今後

とも，EBL対策の重要性について周知するとと

もに，各農場のBLV浸潤度にあった目標設定と，

達成評価に基づく検討と問題解決を行い，陽性

牛の隔離と陰性牛の確保を基本にガイドライン

に基づいた清浄化の支援を進めていきたい。 

  

本稿を終えるにあたり，本対策に御尽力頂いた

多くの皆様に厚く御礼申しあげます。 
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図１  埋却溝図面の１例 

6 高病原性鳥インフルエンザ発生時の初動防疫体制整備に向けた取り組み 

仙台家畜保健衛生所 

中村健太郎，大越啓司，加藤伸悦，西清志，大場実 
 

１ はじめに 

平成２９年３月，２２万羽規模の採卵鶏農場で家

きんの高病原性鳥インフルエンザが県内で初めて

発生した。防疫対応には，自衛隊を含む延べ３，６

１７人が動員され，７２時間以内に防疫措置が完了

したが，初の事例で手探りの対応であったため，非

効率的な動員及び引継，資機材の過不足，関係

機関との連携不十分，不正確な情報伝達及び指

揮系統など様々な問題が浮上したことから，各農

場に適応した防疫対応計画の策定，情報伝達の

方法と指揮系統の確立が最大の課題となった。 

管内には１００羽以上飼養する農場として，大規

模農場２戸を含む１４戸の採卵鶏農場及び大規模

農場１戸を含む５戸の肉用鶏農場の計１９戸がある。

各農場は，垂直多段高層ケージで通路も狭い大

規模農場，木造高床式鶏舎の農場，海抜の低い

水田地帯に位置する農場など，農場毎に飼養形

態，規模，鶏舎構造，立地条件等様々である。そ

のため，発生時には当該農場の条件に合った適

確な防疫措置が求められる。 

これまで，当地域では，高病原性鳥インフルエ

ンザの発生に備え，仙台現地地方支部（以下支部

とする）において，大規模３農場を優先して埋却候

補地調査，飼養規模毎の大まかな動員計画，農場

毎の消毒ポイントや集合施設の選定等を行ってき

た。県内の発生事例での課題及び各農場の条件

を踏まえ，支部の初動防疫体制強化のため，リー

ダー会議と防疫演習の開催，新たな県高病原性

鳥インフルエンザ現地地方支部マニュアルの検証，

全１９農場毎の詳細な現地調査による農場別防疫

対応計画書の策定を実施したので，その概要を報

告する。 

 

 

２ 各農場毎の現地調査（殺処分鶏等の処理方法

の検討） 

７月から８月にかけて，全１９農場毎に埋却候補

地現地調査を市町，建設業協会３協会，県農業農

村整備部（以下ＮＮ部とする）と協働し実施した。調

査内容は埋却候補地の有無，地質，掘削作業の

ための面積の確保，掘削溝面積，作業動線につい

て調査した。埋却候補地のない農場は焼却処理を

検討し，殺処分鶏及び汚染物品（卵，飼料，堆肥）

を封じ込める焼却用密閉容器（５０リットル）の一時

保管場所や搬出経路等を検討した。調査の結果，

１２農場は埋却対応とし，掘削溝図面の作成と資

機材量の積算は建設業協会とＮＮ部が実施した

（図１）。また，７農場は焼却対応とし，市町村の広

域焼却施設での対応は困難であるため，管内一般

産業廃棄物処理業者と協議し，焼却処理の委託

について交渉した。殺処分鶏と汚染物品量の算定

及び農場での作業動線を提示し，農場毎に焼却

の処理見積書を受理するとともに，密閉容器の搬

出やローテーション等の処理手順を確立した。 

 

 

 

 

 

  

 

 

一方，焼却対応とした７農場のうち，１農場は敷

地が極めて狭く，焼却用密閉容器（算出量：６７４個）

を保管する場所もない状況であった。そこで，農場

に隣接した国土交通省が管理する河川敷地の活

用を検討するため，国土交通省東北地方整備局

河川国道事務所に使用目的，防疫作業，焼却処

理手順等詳細な説明を数回行い，「河川敷地の一
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時占用許可」を県からの申請により許可を得た（図

２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２  河川敷地を活用した焼却用密閉容器 

の保管状況  

 

３ 家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準

の遵守・指導 

県内での本病発生を受けて，各家畜保健衛生

所では，防疫対策強化のため，６月から１０月にか

けて県内の１００羽以上飼養農場１４３戸を対象に

鶏舎の点検を含めた立入調査を行った。当管内で

は６月に１９農場に立入調査した結果，１３農場で

鶏舎の破損等の修繕が必要であることが判明し，

指導の結果，１２月に廃業した１農場を除く全農場

が改善した。 

また，この立入調査に併せて，農家台帳を整理

するための聞き取り調査及び発生時の殺処分作業

を想定した鶏舎内構造及び配置，農場内敷地の

状況把握のための現地調査を行った。調査の結果，

ケージからの捕鳥に脚立を用いた高所作業が必

要な垂直高層多段ケージの鶏舎（図３），木造２階

建てで通路に転落防止柵のない高床式鶏舎，防

疫作業動線が取りづらい農場，作業スペースが極

端に狭い農場，広大な敷地を保有し多数の鶏舎が

ある農場など各農場における防疫作業上の問題が

明らかになったため，それぞれの農場に適応した

作業動線を整備する必要があると考えられた。そこ

で，特に作業効率及び従事者の安全性，ウイルス

拡散防止を配慮した作業動線及び従事者の配置

の検討を行った。詳細な現地調査の結果に基づき，

全農場の人及び資機材等の作業動線を含めた鶏

舎見取図を作成し，班編成や防疫作業の役割分

担，スケジュールを整理し，防疫計画の一助とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３  高所作業が必要な鶏舎の作業動線 

 

４ 現地調査（消毒ポイント） 

これまで消毒ポイントについては，ほぼ現地未

調査であったため，８月～１２月にかけて，仙台土

木事務所と協働し，これまで選定していた全６９ヶ

所中，面積が狭い場所や飲食店が近い場所など

現地確認が必要な３１ヶ所を調査した。調査では，

作業面積や寸法，畜産関係車両の引き込み動線，

休憩テント設置の可否，給水方法，排水施設，近

隣の状況等のチェック表を用いて確認し，使用の

可否を判定した。また，事前に管理者の許可が必

要な場所については説明及び交渉を行い，管内

は５８ヶ所，管外は１１ヶ所を選定した。 

 

５ 現地調査（集合施設） 

これまで，集合施設は農場毎に各市町の１３施

設を選定していたが，全て現地未調査であったた

め，１０月から１２月にかけて，大規模農場に該当

する３施設を優先的に，市町村及び保健所，自衛

隊（県内発生事例を経験した隊員を含む）等の関

係機関と調査した。調査内容は，作業従事者の動

線や資材置場，駐車場，自衛隊待機場所で，結果

に基づき会場レイアウト図を作成した（図４）。なお，

残り１０施設の調査は今後継続して実施する予定

である。 

 

６ 農場別防疫対応計画書の策定 

これまで実施してきた農場及び消毒ポイント，集

合施設における詳細な現地調査の結果を踏まえ， 

農場及び隣接河川敷地 

保管場所イメージの２ 

保管場所イメージの１ 

密閉容器  
河川敷 
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 図５  農場別防疫対応計画書/   

 

 

 

 

 

 

 

 

 図４  集合施設レイアウト図の１例 

 

農家台帳，緊急連絡網，動員計画，必要資機材量，

鶏の処理方法(埋却・焼却)，防疫作業動線，集合

施設，消毒ポイント等の項目について農場毎に取

りまとめ，全農場分を１冊に集約した「農場別防疫

対応計画書」を１２月に策定した（図５）。また，リー

ダー会議で支部の各作業部所に冊子を配布し，

計画書の内容を確認した。さらに，市町村や建設

業協会３社に計画書の該当する項目について配

布し情報共有を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 防疫演習の実施 

支部構成員の育成を目的として，１１月１日，暫

定オフサイトセンター隣接グラウンド及び宮城県獣

医師会館（集合施設）にて県内で初めて県本部と

支部による合同の防疫演習を実施した。事前に支

部リーダー会議を開催し，各班の自立を目的として，

作業内容の把握，防疫演習のシミュレーションを行

った。また，今回の演習では管内大規模養鶏場（２

０万羽）での発生を想定した，本部，支部，農場

（鶏舎），農場仮設テント，集合施設の準備と設営，

応援要請及び動員訓練のための県庁からの職員

派遣を演習項目とした。また，本県発生の課題を

受けて，適確な情報伝達法を確立するため，県高

病原性鳥インフルエンザ現地地方支部マニュアル

で新設された「情報分析班」を本部，集合施設，農

場仮設テント，集合施設の４ヶ所に配置し，スマー

トフォンを用いた現場の情報伝達訓練を実施した。

演習では，各班の主体的な作業役割の理解醸成，

情報分析班による円滑な情報伝達法の構築を図

った。 

 

８ まとめと今後の課題 

今回，関係機関と協働して実施した詳細な現地

調査に基づき，管内各農場に適応した「農場別防

疫対応計画書」を策定し，支部各班作業部，市町

村及び建設業協会３社との農場情報共有を図った。

また，支部構成員の育成のため，リーダー会議を３

回の開催とともに，県内初の本部及び支部の合同

防疫演習による，情報伝達の検証を実施したこと

で，支部の防疫体制強化につながった。 

今後は，計画書の検証を重ね，リーダー会議等

で更新を実施していく予定である。また，支部構成

員のみでなく，他支部の作業従事者に向けた育成

を図るため，県全域レベルの防疫演習をとおして

実施し，体制強化を図っていきたいと考えている。 
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7 埋蔵文化財包蔵地に所在する一養鶏場の埋却地確保に向けた取り組み 

東部家畜保健衛生所 

狩野将輝，佐々木春香，網代隆 
 

１ はじめに 

東部家畜保健衛生所は，登米市，気仙沼市，南

三陸町及び石巻市の地方公所を所管しており，こ

れらの区域に１００羽以上飼養している養鶏場が，

全部で１７戸所在している。当地域は，渡り鳥の飛

来地（伊豆沼，内沼，蕪栗沼）を有し，高病原性及

び低病原性鳥インフルエンザ（以下，HPAI 等）が

侵入するリスクが高い地域でもあるため，HPAI が

発生した場合に備えて埋却候補地の選定を行う必

要がある。今回，当管内で埋蔵文化財包蔵地に所

在する養鶏場について，関係機関と連携し，敷地

内での埋却地確保に向け取り組みを実施したので，

その概要を報告する。 

 

２ 農場概要 

本農場は，２０００羽規模の養鶏場であり，採卵

鶏及び肉用鶏を平飼いで飼養している。仮に

HPAI が発生した場合，２０００羽規模の養鶏場であ

るため，必要となる埋却容量は１２０立米と想定され

る。農場内鶏舎周辺には埋却に必要なスペースが

十分にあるが，農場周辺一帯が埋蔵文化財包蔵

地となっており，市指定史跡に指定されている（図

１）。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 埋蔵文化財包蔵地内に農場が立地 

 

３ 埋蔵文化財包蔵地について 

埋蔵文化財包蔵地とは，その土地の歴史を明ら

かにしてゆく上で不可欠な文化財が埋蔵されてい

る土地である。都道府県や市町村の教育委員会

等が保護を目的として指定しており，今回の史跡

については市教育委員会が維持管理を行ってい

る。 

史跡の現状を変更する場合は，市教育委員会

に対し協議書を提出し，市教育委員会の現地確認

を経た上で，了承を得られた場合は，作業に着手

する６０日以上前に文化庁長官に届出を行う必要

がある１）。実際に HPAI が発生した場合，迅速に対

応しなければならないため，埋却地として使用する

には非現実的であった。そのため，これまでは，市

有地 2 カ所を候補地として想定していた。 

 

４ 埋却候補地としての市有地について 

１カ所目の候補地は，農場から候補地までの距

離が６００ｍほどで，山林に囲まれ搬入経路が急勾

配であり，重機の搬入及び作業スペースがほとん

どない状況であった。そのため，埋却を行う際には

伐採の必要があった。 

 ２カ所目の候補地は，農場からの距離が５km 以

上離れ，隣接して耕作地があり，その所有者から

同意を得られていない状況であった。 

 これらの候補地を埋却地として使用するには，現

実的ではないため，再び農場内での埋却地確保

に向けて検討した。 

 

５ 農場内埋却地の検討 

 農場内における埋却地を検討するため，県文化

財保護課，市教育委員会および埋却を担当してい

る農業農村整備部とともに直接農場に赴き，現地

確認を行った。農場内複数箇所の表層部をスコッ

プで掘り，調査を実施したところ，ほとんどの区域

から土器等の遺物が複数確認され，現状の変更が

不可能な状況であった。しかし，農場の一部区域

に，かつて沢であり，工事現場の残土等で約３メー
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トルの深さを埋め立てした区域が存在し，遺物埋

蔵の可能性が低い区域と推察され，埋却候補地と

して，試掘等の詳細な調査に進むことが可能とな

った（図２）。 

ところが，この埋却候補地は借地であったため，

土地所有者へ鳥インフルエンザ発生時の埋却地と

しての使用及び試掘調査について説明を行い，承

諾を得た上で調査を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 農場内埋め立て地 

 

６ 試掘調査 

 試掘調査は，市教育委員会，建設業協会および

埋却担当部局とともに行った。 

掘削は９箇所で，それぞれ地山面まで掘削し，

市教育委員会が地質及び遺物等の調査を実施し

た（図３）。 

図４は，各掘削溝の地層毎に分けられており，

Ⅰが表層の盛り土部分で，Ⅳが地山部分を示して

いる。３番の掘削溝の１箇所のみから，柱穴と思わ

れる遺構や摩滅した小さな土器が確認されたが，

それ以外の箇所では，遺物遺構は確認されなかっ

た（図５）。 

 試掘調査結果より，市教育委員会から，調査区

域については遺物及び遺構の出土は少なく，掘削

による文化財への影響は小さいとの見解が出され

た。また，県文化財保護課から，万一の HPAI 発生

時には，協議の上，埋却地としての使用はやむを

得ないという見解を得た。 

 

７ まとめ 

 これまでは，埋蔵文化財包蔵地にある農場内で

の埋却は不可能との前提で，周辺の市有地を候補 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 市教育委員会による試掘調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 各掘削溝の地層分布 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 出土した遺物遺構 

 

 

地として想定していた。しかし，県内での鳥インフ

ルエンザの発生を経験したことにより，県全体で危

機意識が高まり，改めて農場内での埋却について

検討を行った。 

本来，埋却業務に携わることのない市教育委員

会や県文化財保護課とも連携して，現地調査や試

掘調査を行いながら，万一の際の農場内埋却に向

け一定の理解を得ることができた。しかし，法的に

は埋蔵文化財包蔵地内での埋却には制限が加わ

っているのが現状であり，文化財区域外の埋却候
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補地について，今後も引き続き検討してほしいとの

見解も出されている。 

今回，いろいろな問題を一つ一つクリアしながら，

一定の前進はしたが，完全な事前確保を得られた

訳ではない。県内の他の地域においても，同様の

立地条件の農場が存在しており，埋却候補地確保

のハードルとなっている。そのため，県レベルの調

整には限界があり，このような条件の農場を想定し

た国レベルでの調整検討が必要だと考えられる。 

引き続き，各農場の衛生指導による発生予防に

努めると共に，関係機関との連携を強化し，発生に

備えた防疫体制を推進していきたい。 

 

 

参考文献 

１）宮城県文化財保護課 文化財保護の手引き 
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8 県内初の高病原性鳥インフルエンザ発生事例を踏まえた実践的な防疫演習の取り組み 

北部家畜保健衛生所 

矢田絢子，小川修平 
 

１ はじめに 

北部家畜保健衛生所（以下，北部家保）では，

高病原性鳥インフルエンザ（以下，HPAI）発生に

備え，平成 20 年度から平成 26 年度までは発生自

治体職員による基調講演や机上演習，家保主体

の部門別の演習を実施してきた。平成 27 年度は

各チームリーダー主導の総合演習を実施し，更に

平成 28 年度は，廃業した農場を利用し，県合同庁

舎・体育館・農場の 3 ヶ所の会場で実施した。 

このような中，平成 29 年 3 月に栗原市の養鶏場

（採卵鶏約 22 万羽飼養）で県内初の HPAI が発生

した。HPAI防疫措置は，作業従事者延べ 3,754人

を動員し，72 時間以内で作業を完了したものの，

新たな課題が浮上した。このため，平成 29 年度は

発生事例を踏まえた，より実践的な防疫演習を実

施したので報告する。 

 

2 HPAI 防疫措置後の課題 

  HPAI 防疫措置後，従事した県職員（本庁 599

人，地方機関 693 人）にアンケートを実施した。そ

の結果，全体の 83％の職員が課題や改善すべき

点があると回答した。各業務で共通した課題として

は，リーダーの過度の負担，情報共有不足，引継

不足，連絡手段不足，サポート班配置の遅れ等が

挙げられた。 

これらの課題は，情報伝達と支援体制の 2 つに集

約された。 

また，今回の HPAI 発生事例では，処分鶏など

の汚染物品は農場隣接地（第１埋却地）・敷地外

（第 2，第 3 埋却地）の合計 3 ヶ所に埋却した（図１）。

離れた埋却地への汚染物品移動や仮設テント設

営，サポート班配置を想定していなかったため，第

2，第 3 埋却地にテントやサポート班の配置が間に

合わず，作業効率が低下した。 

以上から，情報伝達，支援体制，農場敷地外へ

の埋却の課題解決に向けた防疫演習を実施する

ことにした。 

 

図１．HPAI 発生時の埋却地 

 

3 平成 28 年度からの変更点 

平成 28 年度の演習内容に加え，サポート班の

事前研修，携帯電話やトランシーバー等の通信機

器利活用，チームリーダー交代等による引継体制

導入，更に離れた場所へ埋却地を設定することに

より，各班が交互に連絡を取り合った。 

 

4 防疫演習の取り組み経過（図 2） 

防疫演習までに，4 月にリーダー会議，演習前

に 2 回の担当者会議を実施した。さらに，サポート

班は 10 月に個別の事前研修を行い，業務内容の

確認と防護服の着脱支援演習を実施し，支援体制

の強化を図った。演習参加者に全体事前研修会

を実施し，当日は自律的に動けるように内容を把

握してから防疫演習に臨んだ。演習後には課題共

有のため，担当者会議を実施した。 



平成29年度宮城県家畜保健衛生業績発表会 

 25 

図 2．防疫演習の経過 

 

5 演習の概要 

今年度は，地方支部の全班（8 班 17 チーム）112

人が参加した。県職員の他，町職員と建設業協会

職員が参加し，それぞれ，発生地総務チーム・経

済評価チーム，埋却対策チームの業務を演習し

た。 

会場は，①現地地方支部（県合同庁舎）②現地

事務所（町体育館）③発生農場（廃業農場）④埋却

地（廃業農場）の4会場設置し，同時に演習を進行

した。現地事務所から発生農場は約 7km，発生農

場と埋却地は約１km 離れており，従事者はバスで

移動した。特に現地事務所，発生農場，埋却地の

3 ヶ所にサポート班を配置し，支援体制の強化を図

った（図 3）。 

 

図 3．4 会場の配置 

 

 

① 現地地方支部 

動員名簿の作成，現地事務所からの情報収集

を実施した。 

② 現地事務所 

防疫従事者は受付，健康調査後，防護服を着

衣し，防疫作業説明を受け，農場又は埋却地にバ

スで移動した。従事後は再びバスで事務所に戻り，

防護服脱衣後受付及び健康調査を受けた。 

③ 発生農場 

仮設テントを設け，防護服の着脱や防疫従事

後の全身消毒などを行った。鶏舎内では，捕鳥・

運搬・殺処分・搬出・鶏舎消毒までの一連の流

れを演習した。さらに，従事者への防護服の着

脱法や殺処分の写真付き手順表を作成し，ラミ

ネート加工したものを鶏舎内に掲示することで，

作業の可視化を図った。 

発生農場では，殺処分・処理チームを 2 クール

編成し，チームリーダー・サブリーダー交代を行っ

た。第 2 クールのチームリーダーらは，従事者より

先に発生農場に入り，第１クールチームリーダーか

らの引継に入った。前のクールの作業を確認する

ことにより次クールの従事者への指示をスムーズに

行えるようにした。また，クール内で従事者をそれ

ぞれ 2 班用意し，作業と休憩を繰り返すことで従事

者サポートの強化を行った（図 4）。 

④ 埋却地  

建設業協会と協働により，発生農場から離れた

埋却地へ処分鶏を輸送し埋却する演習を実施した。

埋却地では，前日に建設業協会が，埋却溝の掘

削を行った。演習当日は，石灰の投入後，ブルー

シートを敷設，農場から輸送したフレコンバックを

埋却溝へ投入し，埋却一連の作業を行った。埋却

地設置した仮設テントでは，サポート班を配置し，

支援作業を行った。しかし，当日は強風のため，テ

ント設営や石灰散布などに困難が生じ，悪天候時

の対応が新たな課題となった。 
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図4．チームリーダー・サブリーダーの引継・作

業従事者の防疫従事時間 

 

6 連絡体制の強化とアクシデントへの対応力強化 

各会場内では各班のリーダー及びサブリーダー

がトランシーバーで情報交換し適切な情報伝達が

確保できた。4 会場間は，携帯電話により情報共有

を図った。特に現地事務所では，情報を集約し，

進捗状況を把握した。一方で，農場や埋却地では

厚手の手袋を装着しているため，携帯電話の操作

が困難との意見も出た。 

また，実際の防疫措置における対応力強化を目

的とし，体調不良者発生や資材不足等の防疫作

業で生じるアクシデント対応を演習に組み込んだ。

これらのアクシデントは自律的な対応を検証するた

め，発生のタイミング等，詳細を周知しなかった。リ

ーダーの連携により，体調不良者への対応等，円

滑に対応出来た点もある一方，当初の演習内容に

無かった資材不足等のアクシデントが生じた。 

 

７ アンケート結果 

  防疫演習終了後，アンケートを実施した。家保

では防疫演習を継続して実施してきたが，半数以

上が防疫演習に初参加であった。担当チームの業

務内容，作業の流れ等については，89％の参加者

が理解したと回答した。一方で，他チームとの連携

がわかりにくいという意見があった（図 5）。 

アンケートの結果は演習後の第 3 回担当者会議

において情報共有した。 

 

 

 

図 5．演習後アンケート 

 

8 まとめ  

平成 20 年度から，継続して防疫演習を実施して

きたが，平成 29 年 3 月の HPAI 発生で課題が浮上

した。課題克服のために行った防疫演習では，通

信機器の利用，チームリーダーの引継，作業の可

視化により情報伝達の改善につながった。また，サ

ポート班の事前研修や，防疫作業従事者の入れ

替え，離れた場所への埋却地の設定を行ったこと

で，支援体制の強化を図った。更に建設業協会と

協働し作業と連絡体制を確認することで，関係団

体との連携強化が促進された。 

アンケートでは業務の理解度は高かったが，参

加者の半数以上が初参加であった。また，悪天候

時の対応や予定外のアクシデントへの対応等新た

に課題も浮上した。これらから，作業の習熟及び予

期せぬアクシデントへの自主的な対応を目標とし，

作業への習熟を踏まえ予期せぬアクシデントにも

自主的な対応が可能となるように防疫演習を含め

た継続的な取り組みの必要性を再認識した。 

今後も関係団体及び関係機関と情報を共有し，

発生に備えて体制を強化していく。 
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9 高病原性鳥インフルエンザ発生農場の早期業務再開に向けた支援体制とその取り組み 

北部地方振興事務所 栗原地域事務所畜産振興部 

齋藤拓海，山田治，大久範幸，嶋田俊治，佐藤元道 
 

1 はじめに 

 平成 29 年 3 月 24 日に，栗原市の養鶏場で県

内初の高病原性鳥インフルエンザが発生した。

発生農場は，ウインドレス鶏舎が 8 棟で，採卵

鶏を約 22 万羽飼養している大規模農場で，関連

施設は，GP センター及び堆肥処理施設であっ

た。従業者は，農場に 3 名，GP センターに 25

名が勤務していた。防疫措置は，延べ 4,412 名

を動員して，3 月 27 日に，72 時間以内に完了し

た。殺処分鶏 222,290 羽,飼料 166t 及び鶏卵 17t

は全て埋却され，常時搬出されていた鶏糞は，

堆肥処理施設内で封じ込め措置された。 

 

2 早期業務再開の必要性 

 防疫措置終了から家きんを再導入するまでの

期間は，移動制限解除までの 21 日間と，環境検

査及びモニター家きん検査の 28 日間以外に，農

場内の汚染物品の処理等のいくつかの再発防止

措置をする期間が必要である。この再発防止の

ための取り組み期間の長短が，早期業務再開の

ポイントとなると考えられる。仮に，この期間

を 131 日間とすると，防疫措置終了から家きん

の再導入までには 180 日間を要し，農場の推定

売上減少額は約 4億円（売上額：220万円/日（2-3

月実績））にも達する。よって業務再開遅延は，

農場の経営や従業者の雇用に多大な影響を及ぼ

すことが予測される。また，栗原地域の養鶏産

業は，畜産産出額の約 23%を占めており 1），地

域の産業にも大きく影響する（図 1）。 

 一方，「高病原性鳥インフルエンザ及び低病原

性鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病防

疫指針（以下，防疫指針）」（平成 27 年 9 月 9

日農林水産大臣公表）によると，発生農場が業

務を再開するための要件は，農場内の消毒を 1

週間間隔で 3 回以上実施，農場内の汚染物品の

処理，家きんの所有者による埋却地の確保，環

境検査及びモニター家きん検査の結果が全て陰

性であることとなっている。 

 また，今回の発生における国の疫学調査 2）で，

除糞ベルトの鶏舎外への開口部に，野生動物が

侵入可能と考えられる箇所が認められたこと，

また，鶏舎内でネズミや中型哺乳類の糞が確認

されたことを指摘された。以上のことから，農

場及び畜産振興部は，防疫指針に基づく再開要

件に加え，国の指摘事項を含めた農場の補修等，

農場の衛生管理体制の再構築及び関連施設の再

開準備に取り組み，一刻も早い業務の再開を推

進した。 

 

 

 

3 再開計画及び支援体制 

 畜産振興部は，農場の業務再開行程を図 2 で

示すとおり，3 段階に分けて，各段階で目標を

定め推進した。支援体制では，畜産振興部は，

北部家保と連携し，農場及び関連施設に直接的

に指導・助言するとともに，各段階の取り組み

計画の立案，進捗確認を実施した。県内部では，

畜産課及び仙台家保と連携し，再開取り組みを

支援した。畜産課は，再開計画の精査，動員要

請，予算確保，国との協議を実施した。仙台家

保は，ウイルス検査の実施，計画助言を行った。 

図 1 早期業務再開の必要性 
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 再開に向けた取り組みを円滑に推進するため，

畜産振興部は，再開要件確認表及び鶏舎構造図

を作成した。再開要件確認表は，進捗状況を記

録し，指導・助言等に活用するとともに，完了

確認時のチェックを記入した。鶏舎構造図は，

鶏舎内の構造物を平面的及び立体的に図面化し

たもので，消毒作業計画，環境検査及びモニタ

ー家きん検査計画の立案に活用した。 

 併せて，畜産振興部及び北部家保は，再開に

係る要件や役割分担等を農場と共有化を図るた

め，移動制限解除前に打合せを行った。

 

 

 

4 取り組み状況 

（1）第 1 段階 

 第 1 段階は，防疫指針に基づき，農場内の消

毒を，1 週間間隔で 2 回実施した（1 回目は防疫

措置内で実施）。消毒は，動力噴霧機により消毒

剤（逆性石けん）を散布する A 班と，消石灰を

散布する B，C，D 班の 4 班体制で行った。A 班

が鶏舎内の壁，天井，ケージ周辺，集卵器及び

除糞ピット（後室の床下）等を動力噴霧機によ

り消毒した。B 班は鶏舎の前後室，通路（ケー

ジ下）に，C 班は除糞ピットに消石灰を散布し

た。D 班は鶏舎周囲に消石灰を散布した。2 回

の消毒作業で動員された県職員は延べ 96 名と

なった。 

（2）農場との打合せ 

 移動制限解除（平成 29 年 4 月 18 日）後の業

務再開取り組みを迅速に始めるために，平成 29

年 4 月 13 日に，農場，関連施設，北部家保及び

畜産振興部は打合せを実施した。疫学調査の指

摘事項や，防疫指針に基づく再開要件を共有す

るとともに，農場の現状や再開要件，再開に向

けた取り組み，役割分担について確認した。農

場の取り組みは，埋却候補地の確保，鶏舎の補

修，衛生管理の再構築，飛散防止措置している

生鶏糞の温度管理で，県の支援は，鶏舎の補修

及び衛生管理の指導・助言，GP センターの現

地確認，ウイルス検査であることを確認した。 

 なお，移動制限解除当日に，畜産振興部，北

部家保，仙台家保及び畜産課でも打合せを実施

し，4 月 13 日の打合せ内容を共有化するととも

に，業務再開の支援内容，役割分担等を協議し

た。 

 

（3）第 2 段階 

 第 2 段階は，農場が主体となり，鶏舎の補修

及び衛生管理体制の再構築に取り組んだ。鶏舎

補修では，平成 29 年 4 月 19 日に，畜産振興部

は，農場とともに全鶏舎を巡回し，補修が必要

な箇所を確認した。補修は，軽微な補修も含め

ると，1 鶏舎当たり 10～20 箇所であった。その

後，農場は，補修計画に従って，外部カーテン

や除糞小屋，換気システム，天井シート等の補

修を進めた。疫学調査で指摘された除糞ベルト

の開口部は，除糞小屋を改修した上で，ネット

が張られ，野生動物が侵入しないように改善さ

れた。畜産振興部は，補修期間中に進捗状況を

2 回確認した。また，鶏舎内のネズミ穴等の軽

微な補修は，発泡剤により埋められていた。そ

して，5 月 30 日には，全鶏舎の補修完了を確認

した。 

 衛生管理区域及び車両等の動線は，農場によ

って図面化され，畜産振興部がこれを指導・助

言した。これまでの管理に加えて，新たに，全

ての鶏舎出入口に踏込消毒槽及び更衣室が設置

された。ため池には防鳥用テグスが張られ，タ

イヤ消毒設備は 2 箇所増設された。畜産振興部

は，衛生管理区域には鶏舎従業者のみが出入り

するよう，指導徹底し，農場は，ウイルスの侵

入防止を励行した。 

 

図 2 再開行程の立案 
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（4）第 3 段階 

 第 3 段階は，防疫指針に基づき，環境検査及

びモニター家きん検査を実施した。 

 環境検査の準備は，平成 29 年 4 月 13 日の農

場との打合せ後，直ちに開始した。鶏舎の補修

状況を考慮しながら調整し，平成 29 年 5 月 17

日に採材箇所や検体数など，検査計画を精査し

た。鶏舎の補修完了確認後，平成 29 年 6 月 5

日に環境検査を実施した。各班に配布した採材

手順書を活用し，鶏舎内の壁，天井，ケージ，

エサ樋，床，換気口，除糞ピット，集卵器，飲

料水及びため池を計 199 箇所，70 プール検体を

4 班体制で採材した。発生鶏舎である 6 号鶏舎

は，天井，ケージ及びエサ樋の検体数を増やし

た。天井は，釣り竿を改造して製作した拭き取

り棒を用いて，床は牽引スワブ法 3）で実施した。 

 モニター家きん検査の準備は，環境検査と同

様に，農場との打合せ後，直ちに開始した。鶏

舎の補修状況及び環境検査の準備，日程等を考

慮し，環境検査の結果判明後，モニター家きん

を導入することとした。平成 29 年 6 月 12 日に

モニター家きん（119 日齢）が，1 鶏舎当たり

36 羽，計 288 羽導入され，畜産振興部は，全羽

の臨床検査を実施した。14 日間の飼養期間中，

農場は，1 日 2 回巡回し，異常の有無を毎日畜

産振興部に報告した。県は，モニター家きんが

死亡した場合について，休日対応を含めた体制

を準備した。その後，6 月 26 日に，4 班体制で，

1 班当たり 2 鶏舎（72 羽）の採材（採血，気管

及びクロアカスワブ）を実施した。 

 

（5）関連施設の再開 

 GP センターでは，国と協議の上，平成 29 年

3 月 27 日以後，センター内の消毒済みの鶏卵及

び資材は移出することができた。しかし，鶏卵

の受入を含めた再開は，防疫指針第10の4の（2）

の要件が必須である。畜産振興部及び北部家保

は上記の要件を現地確認するとともに，国から

の追加事項（GP センターと農場の分離の徹底，

農場及び堆肥施設の再開計画）も確認の上，GP

センターは，4 月 21 日に再開した。 

 堆肥施設では，保管されていた生鶏糞は，防

疫措置として，平成 29 年 3 月 26 日に，ブルー

シートを用いた飛散防止措置が施されていた。

国が指した汚染排せつ物等の処理マニュアル 4）

には，ウイルスの不活化には，15～20℃で 2 日

以上，4℃で 20 日以上を要するとされている。

これに基づき，農場では，静置期間中の間温度

管理を行い， 4 月 28 日に，県が 30 箇所のウイ

ルス検査を実施し，陰性を確認の上，堆肥施設

は，平成 29 年 5 月 2 日に再開した。 

 

（6）農場の業務再開 

 農場は，平成 29 年 4 月 13 日以降，畜産振興

部と協議を重ね，6 月 29 日に埋却候補地を確保

した。図 3 のとおり，農場は，防疫指針に基づ

く再開要件，疫学調査の指摘事項の改善及び衛

生管理体制の再構築を完了した。この内容を取

りまとめ，国と協議した上で，7 月 9 日から家

きんの段階的導入が始まり，農場は，業務を再

開した。

 

 

 

5 まとめ 

 防疫措置完了後，農場は 104 日，GP センタ

ーは 25 日，堆肥施設は 36 日で再開し，第 2 段

階の日数は 43 日となった。推定売上減少額は，

2 億 3 千万円となり，事前シミュレーション（図

1）よりも再開までの期間及び経済的被害を大幅

に圧縮できた（図 4）。早期に業務再開できた要

因は，第 1 に支援体制の構築で，再開要件確認

表及び鶏舎構造図を活用した再開計画の立案を

行ったことにより，再開取り組みの事前準備を

図 3 発生農場の業務再開 
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円滑にすることができた。第 2 の要因は，農場

との打合せ等による情報共有で，再開要件，取

り組み及び役割分担を明確化することができた。

第 3 の要因は，農場の精力的な取り組みで，鶏

舎の補修，衛生管理体制の再構築，埋却候補地

の確保が迅速に完了した。 

 これらに加え，再開取り組みを迅速且つ円滑

に開始できたことの背景には，農場内に汚染物

品等が残っていなかったことがあった。平成 23

年 3 月に発生した千葉県の事例では，農場内に

封じ込めた大量の鶏糞は，業務再開の妨げとな

るため，早期業務再開を考慮した発生対策とし

て，農場の衛生管理の徹底，日常的な鶏糞処理

及び汚染物品を含めた埋却地の確保が重要であ

ると考察している 5）。農場内に封じ込めた鶏糞

は，堆肥化，搬出するまでに膨大な時間及び労

力を要し，再開は遅れることとなる。少しでも

このようなことを軽減するため，農場の日常的

な鶏糞の処理手段等を，我々が指導していく必

要がある。しかし，農場の鶏舎構造，鶏糞処理

及び埋却地等の事情は，農場毎に異なるため，

それぞれの農場における最善な防疫措置の手段

について，事前に検討しておくことが必要であ

ると考える。 

 万一本病が発生した場合，迅速な防疫措置が

最優先ではあるが，業務の再開を考慮した農場

毎の防疫計画を準備しておくことが，養鶏振興

上重要であると考えられる。 
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10 乳酸脱水素酵素(LDH)及びリアルタイム PCR による牛白血病診断への精度評価 

仙台家畜保健衛生所 

高森広典，佐久間晶子，松尾賢吾，髙橋幸治 
 

1 はじめに 

地方病性牛白血病（EBL）は牛白血病ウイル

ス（BLV）の感染によりリンパ球が腫瘍化する

疾病で，典型的所見として，体表リンパ節の腫

大及び末梢血中におけるリンパ球数の増多が認

められる 8)。本県における EBL の診断は，臨床

症状，BLV 抗体検査及び血液検査の結果から総

合的に判断している。一方，国内では，末梢血

中におけるリンパ球数の増加が認められず，解

剖後初めて EBL と診断される症例（非白血性

EBL）が報告されており 7)，本県においても同

様の症例が確認されている 9)。非白血性 EBL は，

血液検査から生前に診断することが困難である

ことから，これらの症例を含め EBL を簡便に診

断可能な方法の開発が望まれている。 

牛では，乳酸脱水素酵素(LDH)総活性値及び

LDH2 分画と 3 分画が EBL 発症マーカーとして

有用であることが報告されている 1)。また，EBL

の病態が進むと BLV プロウイルス量が増加す

ることが報告されている 2)。しかしながら，こ

れらの検査項目を活用した EBL 診断の精度に

ついて十分に検証した報告は少ない。そこで，

本調査では，統計学的手法を用いて EBL 発症牛

と非発症牛の LDH 及び BLV プロウイルス量を

比較し，これら検査項目の診断精度について検

証した。 

 

2 材料及び方法 

1）EBL 発症牛及び非発症牛における LDH 及び

BLV プロウイルス量の比較調査 

①材料 

平成 28～29 年度に EBL と診断された発症牛

59 頭及び BLV 抗体検査は陽性であったが，一

般症状が認められなかった EBL 非発症牛 69 頭

の計 128 頭について検索した。EBL 発症の有無

及び EC の鍵 10)により，EBL 発症牛群は，白血

性 EBL 群（37 頭）及び非白血性 EBL 群（22 頭）

に分類し，EBL 非発症牛群は，持続性リンパ球

増多症（PL）群（20 頭）及び不顕性感染群（49

頭）に分類した。 

②方法 

LDH 総活性値は，ドライケミストリー法によ

り測定した。また，LDH アイソザイムは，市販

キット（タイタンジェル S-LD 試薬（QG），ク

ィックジェル LD，(株)ヘレナ研究所）を用いて

電気泳動法により測定し，LDH2 分画と LDH3

分画の和を算出した。BLV プロウイルス量は，

BLV-CoCoMo-qPCR 法 2）により測定した。 

各群間の比較には，Kruskal-Wallis 検定及び

Steel-Dwass 法による多重比較検定を用い，p 値

が 0.01 以下を有意差ありと判定した。また，各

検査項目について，受信者動作特性（ROC）解

析を実施した。各検査項目の診断精度を ROC

曲線下面積（AUC）により評価し，0.9 以上を

高度，0.7 以上 0.9 未満を中等度，0.7 未満を低

度とした 6)。また，EBL 診断への感度と特異度

の和が最大となる診断基準値を設定した。 

2)過去 15 年間の病性鑑定症例における LDH 総

活性値の遡及調査 

過去 15 年間（平成 15～29 年度）に LDH 総活

性値を測定済みであった 432 症例について，診

断名によりリンパ腫疾患（102 症例）及びリン

パ腫以外の疾患（330 症例）に分類した。各疾

病別に前述の調査で設定した診断基準値以上を

示す症例の割合を調査した。 

 

3 検査成績 

1）EBL 発症牛及び非発症牛における LDH 及び

BLV プロウイルス量の比較調査 
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LDH 総活性値の中央値は，白血性 EBL 群

3,326 U/L，非白血性 EBL 群 2,869 U/L，PL 群

1,033 U/L 及び不顕性感染群 1,017 U/L であっ

た（図 1）。白血性 EBL 群及び非白血性 EBL 群

は，それぞれ PL 群及び不顕性感染群と比較し

て有意に高値を示した。

   

LDH2 分画と 3 分画の和の中央値は，白血性

EBL 群 1,891 U/L，非白血性 EBL 群 1,653 U/L，

PL 群 434 U/L 及び不顕性感染群 428 U/L であ

った（図 2）。LDH 総活性値と同様，白血性 EBL

群及び非白血性 EBL 群は，それぞれ PL 群及び

不顕性感染群と比較して有意に高値を示した。 

 

BLV プロウイルス量の中央値は，白血性 EBL

群 78,031 コピー/105細胞，非白血性 EBL 群

27,664 コピー/105細胞，PL 群 39,926 コピー/105

細胞及び不顕性感染群 5,646 コピー/105細胞で

あった（図 3）。白血性 EBL 群は，非白血性 EBL

群，PL 群及び不顕性感染群と比較して，有意に

高値を示したものの，非白血性 EBL 群では，PL

群及び不顕性感染群との間に有意差は認められ

なかった。 

 

ROC 解析による各検査項目の診断精度及び

診断基準値を表 1 に示した。LDH 総活性値及び

LDH2分画と 3分画の和のAUCは 0.98及び 0.99

で，両検査項目の診断精度は高度と判定された。

一方，BLV プロウイルス量の AUC は 0.82 で診

断精度は中等度と判定された。感度と特異度の

和が最大となる診断基準値は，総 LDH 活性値で

は 1,600 U/Lとなり，感度は 92％，特異度は 99％

であった。また，LDH2 分画と 3 分画の和の診

断基準値は 601 U/L となり，感度は 95％，特異

度は 97％であった。一方，BLV プロウイルスの

診断基準値は 26,455 コピー/105細胞となり，感

度は 80％，特異度は 73％であった。 

2）過去 15 年間の病性鑑定症例における LDH

総活性値の遡及調査 

各疾病別の LDH 総活性値を図 4 に示した。リ

ンパ腫疾患では 87％（89/102）の症例が診断基

準値以上を示し，その内訳は，EBL（剖検診断）

63％(5/8)，EBL（生前診断）90％（81/90），散

発性牛白血病（SBL）75％（3/4）であった。一

方，リンパ腫以外の疾患では 14％（46/330）の

症例が診断基準値以上を示した。その内訳は，

異常産・虚弱 24％（14/59），消化器系疾患 8％

（15/197），呼吸器系疾患 30％（3/10），神経系

疾患 31％（8/26），その他疾患 16％（6/38）で

あった。 
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4 まとめ及び考察 

本県において EBL と診断された EBL 発症牛

と，BLV 感染が確認されたが一般症状は認めら

れなかった EBL 非発症牛の LDH 及び BLV プロ

ウイルス量を比較したところ，LDH 総活性値及

び LDH2 分画と 3 分画の和は，発症牛群で有意

に高値を示した。また，ROC 解析の結果，LDH

総活性値及び LDH2 分画と 3 分画の和の診断精

度は高度と判定され，感度と特異度の和が最大

となる診断基準値（LDH 総活性値：1,600 U/L，

LDH2 分画と 3 分画の和：601 U/L）では，両検

査項目は感度及び特異度が 90％以上を示した。

これらの結果から，LDH は，感度及び特異性に

優れた EBL 診断マーカーであることが確認さ

れ，EBL 生前診断に不可欠な検査項目であるこ

とが推察された。一方，BLVプロウイルス量は，

非白血性 EBL 群と PL 群及び不顕性感染群との

間に有意差が認められず，診断精度は中等度と

判定された。BLV プロウイルス量は，末梢血中

のリンパ球数と相関することが報告されている

5）。このことから，リンパ球数の増加が認めら

れない非白血性 EBL では，BLV プロウイルス量

も増加せず，BLV プロウイルス量から EBL を診

断することは困難であることが推察された。

BLV プロウイルス量が高い牛は，垂直感染や水

平感染のリスクが高いと報告されており 3)，11)，

本法は，EBL 診断ではなく，農場内伝播リスク

の高い牛の摘発に活用することが望ましいと考

えられた。 

LDH 総活性値の診断基準値を 1,600 U/L と設

定し，過去 15 年間の病性鑑定症例を調査したと

ころ，リンパ腫疾患 102 症例のうち 87％の症例

が診断基準値以上であった。この結果から，LDH

総活性値は高感度な EBL 診断マーカーである

ことが改めて確認された。一方，リンパ腫疾患

の 13 症例は基準値以下であった。基準値以下を

示した症例のうち，剖検で EBL と診断された 3

症例中 2 症例は，腫瘍が心臓または一部のリン

パ節に限局して認められた。このことから，腫

瘍が限局して認められるような症例では，腫瘍

細胞の増殖が乏しく，LDH が増加しない可能性

が示唆された。また，例数が少ないが，SBL の

症例では，EBL と同様に LDH 総活性値が増加

していたことから，LDH 総活性値から EBL と

SBL を鑑別診断できないことが推察された。  

リンパ腫以外の疾患では，330 症例のうち

14％の症例が診断基準値以上であった。LDH は，

様々な臓器に分布しており，EBL 以外の臓器疾

患でも増加することが知られている。本調査に

おいても LDH 総活性値が増加する症例は様々

な疾病で確認された。三浦らは，EBL 発症牛と

炎症性疾患の鑑別診断に LDH 総活性値，LDH2

分画及び LDH3 分画の測定が有用と報告してい

る 4)。今後は，LDH 総活性値が基準値以上を示

したリンパ腫以外の疾患について，LDH アイソ

ザイム分画を測定し，これらの疾患と EBL の鑑

別診断が可能か検証する必要があると考えられ

た。 

LDH は，多くの組織から漏出し，腫瘍細胞特

異性が高くないため，LDH 測定の結果だけでは

EBL の確定診断には至らない。一方，本調査か
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ら EBL 診断へのアイソザイム分画測定を含め

た LDH 測定の重要性が改めて確認された。国内

での EBL の届出件数が増加するなか，精度の高

い EBL 生前診断体制を維持するためにも，臨床

検査，血液検査及び抗体検査に加えて LDH 測定

の活用を家保職員に向けて積極的に啓蒙する必

要があると思われた。 
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11 黒毛和種成牛の角基部にみられたケラトアカントーマの一症例 

仙台家畜保健衛生所 

板橋知子，高森広典，髙橋幸治 
 

1 はじめに 

 牛の皮膚腫瘍は，その由来によって①扁平上

皮または皮膚付属器への分化を伴わない上皮性

腫瘍（基底細胞腫など），②表皮の腫瘍（乳頭

腫（パピローマ），扁平上皮癌（SCC）など），

③皮膚付属器の腫瘍（毛包上皮腫など），④メ

ラノサイトの腫瘍（悪性黒色腫など）に分類さ

れ，このうち牛では，パピローマ，SCC，悪性

黒色腫がよく知られている。今回，これまで牛

での報告がないケラトアカントーマ（KA）と診

断した症例に遭遇したので，その概要について

報告する。 

 

2 材料と方法 

(1)症例の概要 

 症例は，牛（黒毛和種），雌，10 歳。平成 29

年 2 月，畜主が左側角基部に円錐状の腫瘤を発

見した。それまで畜主は腫瘤の存在に気づいて

おらず，異臭がすることで初めて気づいたとの

ことであった。同月，臨床獣医師がこの腫瘤を

基部で切断したところ（切除マージンは不十分）

再び増大しはじめ，7 月上旬に手拳大，11 月上

旬には直径約 15 cm 大のカリフラワー状に急速

に増大した。この時，再増大した腫瘤があまり

に大きく，切除による出血も多かったため全部

切除は困難と判断し，病性鑑定のために一部の

み切除した。その後，残存した腫瘤基部をゴム

バンドで結紮したところ，12 月中旬，結紮部が

脱落するとともに，腫瘤基部の縮小が認められ

た（図 1）。また，12 月下旬の時点では，腫瘤

の再増大は認められなかった。 

(2)病理組織学的検査 

平成 29 年 2 月（1 回目）と 11 月（2 回目）に

切除した腫瘤を 10％中性緩衝ホルマリンで固

定後，常法に従いパラフィン切片を作成した。

その後，ヘマトキシリン・エオジン（HE）染色，

PAS 染色，および免疫組織化学的染色（免疫染

色）を実施した。免疫染色は，一次抗体として

抗 PCNA 抗体（Clone: PC10,Abcam）および抗牛

パピローマウイルス（BPV）抗体（quartett）を

使用し，二次抗体としてヒストファインシンプ

ルステイン MAX-PO（MULTI）（㈱ニチレイバ

イオサイエンス）を使用した。 

(3)ウイルス学的検査 

平成 29 年 12 月下旬に採取した残存腫瘤の一

部組織から市販キット（QIAmp DNA Mini kit, 

QIAGEN, U.S.A）を用いて DNA を抽出した。ま

た，(2)で作成したパラフィン切片から市販キッ

ト（DEXPAT,タカラバイオ株式会社，滋賀）を

用いて DNA を抽出した。得られた DNA につい

て Maeda らの報告 9)に準じて BPV の PCR 法を

実施した。 

 

3 結果 

(1)肉眼所見 

 1 回目の腫瘤は，基部直径約 5 cm，高さ約 6 

cm の円錐状で，先端中央部が一部陥没し，表

面は黒色均質で厚く硬い外皮に覆われていた。

2回目の腫瘤は切断面直径 10 cm，長さ約 10 cm図 1 臨床経過 
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の先端が屈曲した円錐状で，灰褐色で厚く硬

い外皮（角化物）で覆われていた。割面は，1

回目・2 回目ともに乳白色均質な物質がいくつ

かの塊を作って充満しており，胞巣状を呈し

ていた。また，外皮との境界部は 1 回目がド

ーム状，2 回目が円錐状であった（図 2）。 

(2)病理組織学的所見 

1 回目・2 回目ともに，腫瘤内部において中型

から超大型の嚢胞様構造が多数認められ，嚢胞

様構造の中心部には多量の角化物または角化不

全物が充満し，ときには漿液の貯留も認められ

た。嚢胞様構造の最外層に位置する腫瘍細胞は

基底細胞様で，その内側に有棘細胞様の腫瘍細

胞が重層し，さらに内側に向かって角化する様

子が観察された。腫瘍細胞の多くは，比較的大

型・均一で細胞境界は明瞭，淡い好酸性・すり

ガラス状の細胞質を有し，まれにケラトヒアリ

ン顆粒も認められた。細胞および核の異型性は

低く，核分裂像はほとんど認められなかった（図

3）。 

腫瘍細胞は PAS 染色陽性で，アミラーゼ処理

で陽性反応が消失した。抗 PCNA 抗体による免

疫染色では，嚢胞壁の辺縁部の腫瘍細胞が陽性

を示す，「辺縁型」の陽性反応が認められた（図

4）。なお，抗 BPV 抗体では陰性であった。 

(3)ウイルス学的検査 

生検材料およびパラフィン切片ともに，BPV

遺伝子は検出されなかった。 

 

4 まとめ及び考察 

本症例は病理組織学的検査において，淡い好

酸性・すりガラス状の比較的豊富な細胞質を有

する腫瘍細胞が増殖し，中心部に多量の角化物

または角化不全物が充満した嚢胞様構造を形成

していた。腫瘍細胞は，嚢胞中心部に向かって

角化が進行し，まれに細胞質内にケラトヒアリ

ン顆粒も認められた。これらの所見から，本症

例は KA，パピローマ， SCC のいずれかが疑わ

れた。これら 3 つの腫瘍は，細胞質内グリコー

ゲンの有無（KA：あり，SCC：なし）6)，抗 PCNA

抗体を用いた免疫染色における陽性細胞の分布

パターン（KA およびパピローマ：辺縁型，SCC：

び漫型）3),5)および BPV の関与の有無（KA・

SCC：なし，パピローマ：あり）に違いがある

とされる。本症例の腫瘍細胞は PAS 染色により

細胞質内にグリコーゲンを保有していることが

明らかとなり，抗 PCNA 抗体による免疫染色で

図 3 HE 染色（上：低倍像，下：高倍像） 図 4 免疫組織化学的染色（抗 PCNA 抗体） 

図 2 腫瘤の肉眼所見 
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辺縁型の陽性所見を示した。また，抗 BPV 抗体

による免疫染色およびウイルス学的検査の結果

から BPV の関与は否定的と考えられた。これら

は KA の特徴と一致することから，本症例を KA

と診断した。 

 KA は，毛包上皮由来の良性腫瘍と考えられ

ており，主にヒトとイヌで見られる。まれに，

ネコ 2)，インコ 10)，ヘビ 4)での報告はあるが，

ウシでは世界的に報告がなく，本症例は非常に

稀な症例であると考えられた。KA は，組織学

的に高分化型 SCCと酷似するためHE染色のみ

での鑑別は困難とされ，Ki-67 や p53 あるいは

各種サイトケラチン等に対する抗体を用いた免

疫染色が有用であると報告されている 3),7),12)。本

症例では，抗 PCNA 抗体による免疫染色におい

て辺縁型の染色性を示し，江上ら 3)の報告の KA

の免疫染色の結果と同様であったことから，高

分化型 SCC は否定的と考えられた。 

 ヒトおよびイヌの典型的な KA の特徴と，本

症例の所見の一覧を表 1 に示した。KA は，ヒ

ト-イヌ間で臨床経過が異なることが報告され

ており，好発年齢や腫瘍の増殖速度，自然消退

の有無に違いがあるとされている 11)。本症例は，

10 歳とやや高齢での発症，腫瘤の急速な増殖・

増大がみられたこと，現在は腫瘤基部が縮小し，

沈静化に向かっていると思われることなど，ヒ

トの特徴と共通する点が多くみられた。一方，

本症例はヒト・イヌの KA の特徴とは一致しな

い点も複数認められた。臨床上の特徴として，

一般に KA は噴火口状またはクレーター状の陥

凹をもつ腫瘤を形成し，中央部に角化性物質を

容れる特徴的な外観を示すとされるが，本症例

の外観は先端部が陥没した円錐状またはカリフ

ラワー状であった。腫瘤の大きさは通常直径 1

～数 cm とされるのに対し，本症例では最大で

直径約 15 cm にまで増大した。ただし，ヒトで

は「巨大ケラトアカントーマ」と称される KA

の症例がまれに報告されており 8)，本症例はこ

のタイプに属する可能性も考えられた。また，

組織学的特徴として，全体的な組織構築が左右

対称のカップ状を示すとされるが，本症例は，

腫瘤割面における外皮と腫瘍組織の境界部の形

態からドーム状または円錐状の組織構築であっ

たと推測された。さらに，ヒト・イヌでは本症

例で見られたような超大型の嚢胞様構造につい

ての報告はなく，これらの相違点が，本症例に

特異的なものなのか，牛の KA の特徴なのかど

うかは，今後症例を増やして検討する必要があ

ると思われた。 

ヒトではまれにKAから SCCへ移行すること

が報告されているが 1)，本症例は 2 回目の切除

時まではそのような所見は得られていない。残

存する腫瘤が今後どのように変化していくのか，

今後も継続的に経過を観察するとともに，組織

構造の変化を調査し，病態の解明につなげてい

きたい。 
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12 過去 9 年間に分離された豚由来病原性大腸菌 O116 及び O139 の比較解析 

仙台家畜保健衛生所 

江頭宏之，高森広典，髙橋幸治 
 

1 はじめに 

  大腸菌による豚の疾病には，下痢を主徴とし，

新生豚または離乳豚で多く発生が認められる豚

大腸菌症や，眼瞼浮腫や急死を主徴とし，離乳

豚で多く発生が認められる浮腫病などがある。

近年，これらの疾病の原因となる大腸菌の O 群

血清型に変化がみられ，1990 年代は O139 及び

O149 が多くの割合を占めていたが，ここ 10 年

ほどでは，O139，O149，O116 及び OSB9 が日

本における主要な血清型であることが報告され

ている 4)。特に，O116 は高い毒素遺伝子保有率

と多剤耐性傾向を示すことが報告されているた

め 2)，今後，全国的なまん延が危惧される。 

そこで，本県の豚由来病原性大腸菌 O116 に

ついて，発生状況調査，病原因子保有状況調査，

薬剤耐性状況調査及び分子疫学的解析を実施し，

以前より本県で主要な血清型である豚由来病原

性大腸菌 O139 との病原因子保有率及び薬剤耐

性状況の比較解析を実施したので，その概要を

報告する。 

 

2 発生状況 

本県における豚大腸菌症または浮腫病から分

離された大腸菌の O 群血清型は，平成 11～19

年度までは O139(15/31 症例)及び O149(7/31 症

例)が主要な血清型であったが，平成 20～28 年

度では，以前に分離事例が認められていなかっ

た O116(9/31 症例 )による症例が増加し，

O139(9/31症例)と並び最も分離頻度の高い血清

型であった。本県の O116 による症例は，平成

20 年度に初めて確認され，平成 28 年度までに 7

農場(A～G 農場)9 症例で確認された。症状は，9

症例中，眼瞼浮腫が 3 症例，下痢が 8 症例，死

亡が全ての症例で確認された(表 1)。一方，O139

による症例は，平成 20～28 年度に 7 農場 9 症例

で確認された。症状は，9 症例中，眼瞼浮腫が 2

症例，下痢が 1 症例，死亡が全ての症例で確認

された。 

 

3 材料 

  平成 20～28 年度に，7 農場(A～G 農場)9 症

例から分離された豚由来病原性大腸菌 O116：

16 株(A 農場 1 症例 1 株，B 農場 3 症例 5 株，C

～G 農場各 1 症例 2 株)を試験に供した。比較解

析には，平成 20～28 年度に 7 農場 9 症例から分

離された豚由来病原性大腸菌 O139： 17 株を試

験に供した。 

 

4 方法 

1) 病原遺伝子検査 

毒素遺伝子(LT，STa，STb，Stx1，Stx2e)

及び付着因子(eae，F4，F5，F6，F18，F41)

について，PCR 法で実施した。 

2) 薬剤感受性試験 

ミューラー・ヒントン寒天培地（日本ベ

クトンディッキンソン株式会社）を用いて，

アンピシリン（ABPC），アモキシシリン

（AMPC），カナマイシン（KM），ゲンタマ

イシン（GM），ストレプトマイシン（SM），

テトラサイクリン（TC），オキシテトラサ
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イクリン（OTC），ドキシサイクリン(DOXY)，

ST 合剤（ST），クロラムフェニコール（CP），

ナリジクス酸（NA），レボフロキサシン

(LVFX)，シプロフロキサシン（CPFX），ノ

ルフロキサシン (NFLX)，セファゾリン

（CEZ），セフロキシム(CXM)，セフォタキ

シム（CTX），セフェピム(CFPM)，メロペネ

ム(MEPM)，イミペネム(IPM)の 20 薬剤につ

いて 1 濃度ディスク法で実施した。ディス

クは，センシディスク（日本ベクトン・デ

ィッキンソン株式会社）を用いた。 

3) Multilocus Sequence Typing(MLST) 

7 つのハウスキーピング遺伝子(adk，fumC，

gyrB，icd，mdh，purA，recA)について塩基

配列を解析し，その配列から Sequence 

Type(ST)を決定した。 

4) パルスフィールドゲル電気泳動法（PFGE） 

秋庭の報告 1)によるプロトコールに準じ

て行い，制限酵素は XbaⅠ（タカラバイオ

株式会社）を用いて，泳動条件 6V/cm，5-50

秒，22 時間で実施した。結果の解析は，

Tenoverらの報告 8)による評価基準に基づき

切断パターンの相違3本以内を近縁とした。 

 

5 結果 

1) 病原遺伝子検査(図 1) 

O116 全 16 株が，毒素遺伝子は，エンテ

ロトキシン産生遺伝子である LT，STa 及び

STb，志賀毒素産生遺伝子である Stx2e を保

有していた。また，付着因子は，O116 全 16

株が F18 を保有していた。その他の遺伝子

は陰性であった。 

     O139 では，毒素遺伝子のうち，エン

テロトキシン産生遺伝子は，STa を 6％

(1/17 株)が保有しており，LT 及び STb は全

株陰性であった。志賀毒素産生遺伝子は，

Stx2e を全株保有していた。付着因子 F18

は全株陽性であった。その他の遺伝子は陰

性であった。 

 

 

2) 薬剤感受性試験 

① O116 検査結果(表 2) 

    20 薬剤中 11 薬剤(ABPC，AMPC，GM，

SM，TC，OTC，NA，LVFX，CPFX，NFLX，

CEZ)に全株が耐性を示した。その他の薬剤

の耐性率は，CXM63％(10/16 株)，ST 及び

CP25％(4/16 株)，DOXY13％(2/16 株)であっ

た。一方，5 薬剤(KM，CTX，CFPM，MEPM，

IPM)については，耐性は確認されなかった。 

 

 

② O139 検査結果 

    耐性率は，TC 及び OTC71％(12/17 株)，

ST47％(8/17 株)，SM41％(7/17 株)，KM29％

(5/17 株)，ABPC 及び AMPC24％(4/17 株)，

DOXY18％(3/17 株)，CP12％(2/１７株)であ

った。一方，11 薬剤(GM，NA，LVFX，CPFX，

NFLX，CEZ，CXM，CTX，CFPM，MEPM，

IPM)については，耐性は確認されなかった。 

③ O116 と O139 の比較解析(図 2) 

    3 薬剤(KM，DOXY，ST)については，O116

と比較して O139 の耐性率が高い結果とな

った。一方，13 薬剤(ABPC，AMPC，GM，

SM，TC，OTC，CP，NA，LVFX，CPFX，
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NFLX，CEZ，CXM)については O116 の耐性

率が O139 を上回る結果となった。4 薬剤

(CTX，CFPM，MEPM，IPM)については，ど

ちらの血清型も耐性は確認されなかった。耐

性薬剤数を比較すると，20 薬剤中 O139 は

平均 3.4 薬剤(0～7 薬剤)，O116 は平均 12.3

薬剤(11～14 薬剤)であり，耐性薬剤数に顕著

な差が認められた。 

 
 

3) MLST 

O116 全 16 株 は 全 て ， ST88(clonal 

complex23)に分類された。 

4) PFGE(図 3) 

A～D，G 農場由来の 12 株は切断パター

ンの相違が 3 本以内であった。一方，A～D，

G 農場由来の 12 株と E，F 農場由来 4 株で

は，切断パターンの相違が 4 本以上確認さ

れた。 

 

 

 

6 まとめ及び考察 

本県で分離された O116 は，エンテロトキシ

ン産生遺伝子である LT，STa 及び STb と，志賀

毒素産生遺伝子である Stx2e を全株が保有して

おり，他県で分離された O116 の病原遺伝子保

有状況 2)と同様の傾向を示した。一方，O139 は

Stx2e を全株保有していたが，エンテロトキシ

ン産生遺伝子については，STa を 6％が保有し

ているのみで，LT 及び STb は全株陰性と，O116

と比較してエンテロトキシン産生遺伝子の保有

率に顕著な差が認められた。エンテロトキシン

は，細胞を障害せず，腸管内で水分や電解質の

分泌促進及び吸収抑制を引き起こし 5)，産生後

すぐに下痢の症状がみられることが報告されて

いる 3)。一方，Stx2e は産生後腸管から吸収され，

全身性の血管障害を引き起こし，産生されてか

ら発症するまでに 7～10 日要することが報告さ

れている 3)。病原性大腸菌がエンテロトキシン

及び志賀毒素を両方産生する場合，感染豚は下

痢の後に浮腫病を発症する可能性があることが

報告されている 3,6)。本県の O116 の症例では，

9 症例中 8 症例で下痢が確認され，下痢と眼瞼

浮腫どちらも確認された症例は 2 症例認められ

た。一方，O139 では，9 症例中，下痢が認めら

れた症例は STaを保有する大腸菌が分離された

1 症例のみで確認され，下痢と眼瞼浮腫どちら

も確認された症例は認められなかった。今回の

調査では，死亡率の比較は実施できなかったが，

O116 は O139 と比較して，下痢が多く，下痢と

眼瞼浮腫のどちらも認められる症例も確認され

たことから，病原性が高い可能性が考えられた。 

薬剤感受性試験では，20 薬剤中 O139 は平均

3.4 薬剤，O116 は平均 12.3 薬剤に耐性を示し，

O139と比較してO116の多剤耐性傾向が確認さ

れた。さらに，O116 は全株がフルオロキノロ

ン系の 3 薬剤(LVFX，CPFX，NFLX)に耐性を示

し，第 2 世代セフェム系薬剤である CXM にも

63％が耐性を示した。また，第 3 世代セフェム

系薬剤である CTX には耐性は認められず，第 4

世代セフェム系薬剤であるCFPM及びカルバペ

ネム系の 2 薬剤(MEPM，IPM)には，O116 全株
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が感受性を示した。O116 は有効な薬剤が少な

いため，さらなる耐性獲得の防止のため，抗菌

剤の慎重使用や，飼養衛生管理基準の遵守によ

る農場への侵入の防止，生菌剤を用いての腸内

細菌叢のコントロールが重要と思われる。 

MLST の解析の結果，既報 4,7)のとおり，本県

の O116 も ST88 に分類された。PFGE の結果で

は，A～D，G 農場由来の 12 株と，E，F 農場由

来 4 株で，大きく分けて 2 種類の切断パターン

が確認された。これらの結果から，A～D，G 農

場の 7 症例は，同一由来株が農場内に侵入した

可能性が考えられた。一方，E，F 農場の 2 症例

については，E，F 農場由来 4 株のみ ST，CP 耐

性と，他の株と薬剤耐性パターンも異なった。

このことからも，A～D，G 農場由来株と，E，

F 農場由来株では，由来が異なる可能性が示唆

された。E 農場では，O116 による疾病の発生が

報告されている県から豚の導入が確認され，E，

F 農場は農場間距離が直線距離で 1.3km と近隣

であったため，E，F 農場は A～D，G 農場とは

異なる感染経路で農場内に O116 が侵入し伝播

した可能性が考えられた。 

今後も，継続して本県の豚由来病原性大腸菌

O116 による豚大腸菌症及び浮腫病の発生状況

を注視していく。 
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13 高病原性鳥インフルエンザのコンベンショナル PCR 法の比較検討 

仙台家畜保健衛生所 

松尾賢吾，佐伯悠季，高森広典，髙橋幸治 
 

1 はじめに 

 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）の病性

鑑定では，死亡や典型的症状を示す鶏の簡易検

査が陽性となった場合，精密検査として遺伝子

検査が実施される 4)。遺伝子検査において H5

亜型又は H7 亜型の鳥インフルエンザウイルス

（AIV）遺伝子が検出されると，当該鶏は疑似

患畜と判定され，農場での防疫措置が開始され

る。この遺伝子検査はコンベンショナル PCR

（cPCR）3)とリアルタイム PCR6)の 2 種類が実

施され，cPCR では NP 遺伝子（NP），H5 亜型

遺伝子（H5）及び 2種類のH7亜型遺伝子（H7）

の計 4 種類の検査が実施される。 

 HPAI の cPCR は，逆転写反応（RT 反応）と

PCR 反応を分けて実施する 2step RT-PCR

（2step）が公定法に指定されている。この

2step では，試薬の添加や反応液の調整のため，

検査途中に PCR チューブを複数回開閉する必

要があることから，コンタミネーションが起こ

る可能性が存在する。一方，他の多くのウイル

スでは 1step RT-PCR（1step）を用いた遺伝子

検査が実施されている。1step は連続で RT 反

応と PCR 反応を行うため，反応途中にチュー

ブを開閉する必要がなく，上記のリスクが小さ

いことが利点である。 

HPAI 発生時には，迅速かつ的確な防疫対応

を行うため，正確な検査の実施が求められる。

そのため，今回 2step よりコンタミネーション

のリスクが低い 1step を用いた HPAI の cPCR

法を検討した。 

 

2 材料及び方法 

1) 2step と 1step の感度比較 

 供試 RNA は，平成 28 年度に本県で HPAI

が発生した際の分離株（H5N6）1 株及び平成

28 年度に遺伝子検査の陽性対照として，農林水

産省から配布を受けた 4 株（A/duck/chiba/3/ 

2007 株（H3N2），A/spot-billed duck/Fukui/ 

131811/2013 株（H5N3），A/duck/Tsukuba/30/ 

2007 株（H7N7eu），A/duck/chicken/NJ/ 

15086-3/1994 株（H7N3am））の計 5 株を用い

た。 

 検討に用いる 1step試薬は I社（①），T 社（②），

Q 社（③）の 3 種類を用いた。2step は公定法

指定の RT 試薬及び PCR 試薬を用いた。 

 各 RNA を 10 倍階段希釈（100～106倍）し，

これらを NP，H5 及び H7 の 1step 及び 2step

に供し，バンドの有無により各検査の検出限界

を測定した。1step は反応液量を 25μl，RNA

添加量を 1μl とし，公定法で使用する Lee ら

のプライマーを用いることで条件を統一した。

その他の反応条件は各試薬の推奨条件を基に個

別に設定した（表 1）。2step は公定法に従い実

施した。全ての反応は同一のサーマルサイクラ

ー（Bio-Rad 社 T100 Thermal Cycler）を使用

した。得られた①～③の検出限界を 2step と比

較し，差が 10 倍以内の場合を同等，上下 100

倍以上の差を高感度，低感度と判定した。加え

て，各試薬を用いて検査を実施した場合の反応

時間と，1 反応あたりの試薬の価格を計算し，

2step と比較した。 
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2) 試薬②を用いた 1step の条件検討 

 H7N7eu 及び H7N3am の RNA を 10 倍階段

希釈（100～106倍）し，②を用いた H7 の 1step

に供した。PCR サイクル数は 40 回に設定し， 

RNA を 1μl，2μl 及び 4μl 添加した場合の検

出限界を測定した。その他の条件はこれまでと

同一にした。得られた検出限界を用いて，2step

を基準とした各条件での感度を比較した。 

3) 野外陽性検体に対する反応性の確認 

 材料には，平成 28 年度に本県で HPAI が発

生した際，公定法で NP 及び H5 が検出された

気管・クロアカスワブRNA各 1検体を用いた。

各 RNA を 1μl 又は 4μl 使用し，NP，H5 及

び H7 の 1step に供した。1step は②を用いて

サイクル数を 40 回とし，バンドの有無により

反応性を確認した。 

 

3 結果 

1) 2step と 1step の感度比較 

表 2 に各試薬の検出限界を示した。2step と

1stepの感度を比較したところ，NPでは，H5N6

及びH3N2で①及び②が 2stepと同等の感度を

示したが，③は低感度であった。H5 では，H5N6

及びH5N3で①～③の全てが 2stepと同等の感

度を示した。H7 では，H7N7eu で②及び③が

2step と同等の感度を示したのに対し，①は低

感度であった。H7N3am では①～③の全てが低

感度であった。 

2step で供試株間の感度を比較したところ，

NP では，H5N6 の検出限界が 104，H3N2 が

102となり，供試株間で感度に 100 倍の差が認

められた。また，H5 では H5N6 及び H5N3 の

検出限界がともに 104 であったが，H7 では

H7N7eu が 102，H7N3 が 103であり，H5 と比

較して H7 の感度が低い傾向がみられた。 

 表 3 に各試薬の反応時間及び 1 反応あたりの

試薬の価格を示した。反応時間を 2stepと 1step

で比較すると，①が 87 分，②が 85 分となり，

2step より 60 分以上短かった。また，1 反応あ

たりの試薬の価格を比較すると，②が 440 円，

③が 430 円となり，2step より 1,000 円以上安

価であった。 

 

 

 

 
 

2) 試薬②を用いた 1step の条件検討 

 表 4 に②の条件検討の結果を示した。

H7N7eu では，サイクル数が 35 回の条件で

2step と同等であった感度は，40 回の条件にお

いても RNA 添加量に関わらず同等の感度であ

った。H7N3am では，35 回の条件では 2step

より 100 倍低かった感度が，40 回の条件では

RNA 添加量に関わらず同等にまで改善した。 
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3) 野外陽性検体に対する反応性の確認 

 NP 及び H5 の 1step 結果を図 1 に示した。

NP 及び H5 では，RNA 添加量に関わらず目的

サイズに明瞭なバンドが確認された。また，H7

ではバンドは形成されなかった。 

 

 
 

4 考察 

 今回，HPAI の遺伝子検査について，1step

を用いた cPCR 法を検討した。①～③の 1step

試薬を用い，可能な限り条件を統一し，NP，

H5 及び H7 の感度を公定法である 2step と比

較した。加えて，反応時間や 1 反応あたりの試

薬の価格についても比較を行った。 

感度の比較では，NP において①及び②が

2step と同等の感度を示し，H5 において①～③

がともに同等の感度を示した。H7 においては，

H7N7euでは②及び③が同等の感度を示したが，

H7N3am では①～③全てが低感度を示した。 

今回，2step と 1step の間で感度に差が認め

られたが，既報においても試薬によって HPAI

の遺伝子検出感度が異なることが示されている

1)。一般的に 1step は 2step と比較して RT 効率

が劣るとされていることから，この RT 効率の

差によって感度の差が生じたと推察された。ま

た，1step 試薬間でも感度の差が認められたが，

これは各試薬に含まれるRT酵素及びPCR酵素

の反応性の差によるものと考えられた。 

2step では，NP で供試株間の検出感度に 100

倍の差が認められ，H7 は H5 と比較して感度

が低い傾向であった。既報において，AIV 遺伝

子とプライマーの塩基配列に 3 塩基以上のミス

マッチがあった場合，検出感度が低下するとさ

れている 1) 7)。今回の検討で用いたプライマー

には，NP のプライマーで 3 塩基，H5 のプライ

マーで 5 塩基，H7 のプライマーで 7 塩基の混

合塩基が含まれており，反応液中に複数の塩基

配列のプライマーが混在していた。このことか

ら，株間の感度の差は，混合塩基を含むプライ

マーの中に存在する，AIV の塩基配列と結合可

能な配列を持ったプライマーの濃度の差による

ものと考えられた。また，今回の検討に用いた

AIV 遺伝子の濃度が不明であることから，AIV

遺伝子の濃度の差によって供試株間の感度に差

が認められた可能性も推察された。 

反応時間の比較では，①及び②が 2step より

約 1 時間短く，試薬の価格では，②及び③が

2step より約 1,000 円安価であった。 

②は最も多くの株で 2step と同等の感度を示

したが，H7N3am で 2step より低感度であった。

そのため，H7 を 2step と同等の感度で検出す

るため，１step の条件検討を実施した。説明書

では感度を上げる方法として，PCR 反応のサイ

クル数増加を推奨していたことから，サイクル

数を 5 回増やし感度の変化を検討した。併せて，

添加する RNA 量を増やした場合の感度の変化

も検討した。検討の結果，RNA 添加量に関わ

らず，PCR サイクル数を 40 回にすることで，

H7 で 2step と同等の感度が得られた。 

実際に HPAI の cPCR 法として本法を用いた

場合を想定し，野外陽性検体への反応性を確認

した。その結果，NP 及び H5 では明瞭なバン

ドが確認されたが，H7 ではバンドは確認され

なかった。このことから，本法の野外陽性検体

に対する反応性が十分であることが確認された。

また，本法に用いる RNA の添加量は，1μl と

4μl で H7 の検出感度及び野外陽性検体への反

応性に差が無かったことから，1μl が適当であ

ると考えられた。 

今回の検討で設計した試薬②の 1step 

RT-PCR 法は，サイクル数を 40 回にすること

で，公定法と同等の感度を持ち，野外陽性検体

に対しても十分な反応性を持つことが確認され
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た。また公定法と比較して，反応時間が 1 時間

以上短く，1 反応当たりの試薬の価格が 1,000

円以上安価であった。これらのことから，本法

はコンタミネーションのリスクが低く，短時間，

安価で公定法と同等な感度を有する検査法とし

て有用と考えられた。 

一方で，インフルエンザウイルスは変異が起

きやすく，同じ HA 亜型でも株により感度が異

なる 5)ことが知られており，遺伝子検査法の検

討にはより多くの株を用いる必要がある。また，

検査の条件については，アニーリング温度を下

げることで検出感度を改善したという報告があ

ることから 2)，他の反応条件についても検討す

る必要があると思われた。 
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14 胚発生率の低い種雄牛における体外受精成績の改善 

宮城県畜産試験場 

伊藤愛・矢島りさ・及川俊徳 
 

１ はじめに 

ウシ体外受精(IVF)は，食肉処理場由来の卵巣

を用いることで，卵子を比較的大量に処理する

ことができるため生体回収胚よりも低コストで

の胚生産が可能である。利用方法としては，肥

育素牛の増産や種雄牛の後代検定材料の確保な

どが考えられる。種雄牛造成における後代検定

には候補種雄牛1頭につき約20頭程度のデータ

が必要とされていることから多大なコストを必

要とする。畜産試験場においても種雄牛造成と

選抜の期間短縮およびコスト削減を図るため，

IVF 技術を活用した産肉能力検定システムの実

証に取り組んでいる。 

一方，ウシ IVF の胚発生成績は種雄牛により

大きく異なることが知られており 1)，実際に

我々の試験では 15.3%～39.3%であった（図 1）。

しかし効率的に IVF 子牛を作出するためには，

種雄牛に左右されない IVF 技術が必要である。 

そこで本研究では，胚発生率の低い種雄牛の

IVF 成績向上を目的として，選択的に運動精子

の回収が可能な Percoll および抗酸化作用のあ

るハイポタウリン(HT)による精子処理について

検討した。 

 

図１ 宮城県畜産試験場種雄牛別 IVF 成績 

 

 

 

２ 材料と方法 

（１）卵子の採取 

 食肉処理場で卵巣を採取し，37℃のお湯で保

温しながら速やかに実験室に持ち帰った。 

（２）卵子の吸引および選別 

 卵巣を生理食塩水で数回洗浄した後，10ml シ

リンジに 21G の針を装着して，卵巣表面上にあ

る直径 2-6mm の小卵胞から卵子を吸引採取し

た。吸引した卵子は，卵丘細胞が 2 層以上付着

して，卵細胞質が正常な卵子を実験に供した。 

（３）体外成熟 

卵子の体外成熟は Medium199 に 5%FBS，

0.1IU/mlFSH，0.1%ピルビン酸ナトリウムを添加

した培地を使用し 38.5℃，5%CO2，95%空気の

気相条件で 22 時間成熟培養した。 

（４）IVF 

 胚発生成績の低い宮城県畜産試験場繋養の種

雄牛 1頭の凍結精液を 38℃の温湯で融解して使

用した。融解精子は精子洗浄液である IVF100

（機能性ペプチド研究所）を加えて 1,300rpm，

5 分間の条件で 2 回遠心分離を行い，精子濃度

を調整して，成熟卵子とともに 38.5℃，5%CO2，

95%空気の条件下で 6 時間媒精した。 

（５）受精卵の培養 

 媒精後は卵子をMedium199に5%FBSを加えた

培地に移しピペッティングによって卵丘細胞を

剥離除去し，実験 1 では mSOF 培地，実験 2 で

は CR1aa 培地にて 38.5℃，5%CO2，5%O2 の気

相で 8 日間体外発生培養を行った。 

（６）胚盤胞の細胞数計測 

 0.1mg/ml ヨウ化プロピジウム添加トリトン

X-100 溶液および 25 ㎍/ml ヘキスト 33342 を用

いた二重染色を行い，蛍光顕微鏡により観察し

た。また栄養外胚葉細胞数(TE)，内細胞塊数

(ICM)，総細胞数(Total)を計測した。 
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（７）ATP 濃度測定 

 IVF と同様に精子処理を行い，精子濃度 1,000

万/ml に調整した。市販キット(sigma)を使用し

て，調整直後から 3 時間後まで 1 時間毎にルシ

フェリンルシフェラーゼ法により ATP 濃度を

測定した。 

（８）実験計画 

【実験 1】 90%Percoll による胚発生成績の検討 

 対照区は常法により実施した。試験区

（90%Percoll 区）は 90%Percoll の上に融解した精

子をのせ 2,100rpm，10 分間の遠心分離後，上清

を吸引除去した。次に IVF100 を使用し，

1,800rpm，5 分間の遠心分離を行い最終濃度が

1,000 万/ml になるよう精子浮遊液を調整した。 

 

【実験 2】 媒精液へのハイポタウリン添加に

よる胚発生成績の検討 

融解精子を 90%Percoll の表面に重層し，740G，

10 分間の遠心分離後，上清を吸引除去した。次

に精子洗浄液として，対照区は IVF100，試験区

はそれぞれ 5mM，10mM の HT を加えた IVF100

を用いて 540G，5 分間の遠心分離を行った。遠

心分離後，最終精子濃度が 300 万/ml になるよ

う精子浮遊液を調整した。 

 

（９）統計処理 

 細胞数の測定結果は分散分析，パーセンテー

ジのデータはカイ二乗検定により行い，有意水

準 5%未満を有意差ありとした。 

 

３ 結果 

【実験 1】 

胚発生率の結果を表１に示した。卵割率は対

照区：33.3%，90%Percoll 区：58.0%，胚盤胞率は

Day7 において対照区：7.5%，90%Percoll区：24.4%，

Day8 において対照区：14.2%，90%Percoll区：30.3%

であり，90%Percoll 区が対照区より有意に高い

成績であった(P<0.05)。 

【実験 2】 

 胚発生成績を表２に示した。卵割率は対照

区：78.5%，5mMHT区：79.0%，10mMHT区：90.8%，

胚盤胞率は Day7 において対照区：27.7%，

5mMHT 区：25.0%，10mMHT 区：44.9%，Day8

において，対照区：30.8%，5mMHT 区：29.0%，

10mMHT 区 50.0%であり 10mMHT 区が他処理区

より有意に高い成績であった（P<0.05）。細胞数

は処理区間で有意な差は認められなかった（図

2）。また ATP 濃度の結果を図 3 に示した。ATP

濃度は精子調整直後で 10mMHT 区が他処理区

より高い値をとったものの，すべての測定時間

において処理区間で有意な差はみられなかった。 

表 1 Percoll 使用の有無が胚発生成績におよぼす影響 

 
異符号間で有意差あり（a，b P＜0.05） 

 

表２ 媒精液への HT 添加が胚発生成績におよぼす影響 

 

異符号間で有意差あり（a，b P＜0.05） 

 

図２ 胚盤胞期胚の細胞数 

 

 

図 3 精子浮遊液の ATP 濃度測定結果 

供試 卵割率
卵子数 (%) Day7 Day8

対照区 120 40 (33.3)a 9  (  7.5 )a 17 (14.2)a

90%Percoll区 119 69 (58.0)b 29 (24.4)b 36 (30.3)b

胚盤胞率(%)
試験区

供試 卵割率
卵子数 (%) Day7 Day8

対照区 65 51 (78.5)a 18 (27.7)a 20 (30.8)a

5mM HT区 100 79 (79.0)a 25 (25.0)a 29 (29.0)a

10mM HT区 98 89  (90.8)b  44 (44.9)b 49 (50.0)b

試験区
胚盤胞率(%)
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４ まとめおよび考察 

実験 1 では胚発生成績が低い種雄牛精液を使

用した IVF において，90%Percoll の使用の有無

が胚発生成績におよぼす影響について検討した。

その結果，90%Percoll を使用すると胚発生率が

向上することが明らかとなった。 

胚発生率が低い原因として凍結精液融解後の

精子運動性の低下や正常形態率が低いこと，酸

化ストレス等が考えられる。これらの影響を少

なくすることは，胚発生成績の向上につながる

ため重要である。 

Percollはポリビニルピロリドンで被服したコ

ロイド状シリカゲル粒子で密度勾配により奇形

および死滅精子が除去され運動性の良好な精子

の回収が可能である 2)。実験 1 で 90%Percoll 区

の胚発生成績が向上した理由として，Percoll に

より運動性の良い精子が効率的に選抜されたこ

とが考えられるが，運動性の検査は今回実施し

ていないため今後検討する必要があると思われ

た。 

実験 2 では実験 1 で胚盤胞率が 30.3%まで向

上したが，さらなる成績向上を目指して HT の

添加について検討した。また胚の品質調査とし

て細胞数の計測と，HT を添加した媒精液の使

用が精子にもたらす影響について調査するため

精子の ATP 濃度測定も行った。 

10mMHT区では他処理区と比較して卵割率お

よび胚盤胞率が有意に向上することが明らかと

なった。細胞数の計測結果は処理区間で有意な

差は認められず，5mM または 10mM の HT 添加

は胚に悪影響をおよぼさないことが確認された。 

IVF において精子への酸化ストレスが受精能

力に悪影響をおよぼしていることが考えられて

おり，抗酸化物質を用いた様々な取り組みが報

告されている。抗酸化物質のなかでも HT は受

精能獲得や活力に寄与してハムスター精子の運

動性を向上させること 3)や IVF 培地への HT 添

加が胚盤胞率を向上させること 4)が報告されて

いる。また西村ら 5)は，抗酸化物質のひとつで

あるグルタチオンがブタ精子の ATP 濃度を上

昇させ運動性を向上すると報告している。この

ことから抗酸化物質の一つである HT において

も同様の効果があると予想されたが，精子濃度

調整直後の 10mMHT 区の ATP 濃度が他処理区

より高い値をとったものの有意な差は認められ

なかったことから今後の検討課題である。 

以上より，胚発生成績の低い種雄牛を使用し

た IVF において 90%Percoll および HT を使用す

ることで胚発生成績が向上することが明らかと

なった。 

 

５ 引用文献 

1) 岡田綾子ら：牛の体外受精技術－種雄牛に

よる受精率および発生率の違い－.鳥取県畜産

試験場研究報告 27 号 1～4(1998) 

2) J.M.Morrell et al ：Biomimetic techniques for 

improving sperm quality in animal breeding : A 

Review. The Open Andrology Journal, 1, 1-9 

1(2009) 

3) S.Meizel et al ：Taurine and Hypotaurine: 

Their effects on motility,capacitation and the 

acrosome reaction of hamster sperm in vitro and 

their presence in sperm and reproductive tract 

fluids of several mammals. Development  growth 

& differentiation 22(3),483-494(1980) 

4) Noboru Hori et al ：Effect of Hypotaurine in 

fertilization medium on fertilization of in vitro 

matured bovine oocytes and their subsequent 

development. Journal of Reproduction and 

Development,Vol.43,No.6(1997) 

5)Kazuhiro Nishimura et al ：Effect of glutathione 

on the motility of frozen-thawed boar  

spermatozoa. Animal Science Technology (Jpn) 

64(5):433-439(1993) 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成29年度宮城県家畜保健衛生業績発表会 

50 

15 混合堆肥複合肥料の試作と肥効 

宮城県畜産試験場 

日野 義彦 
 

１ はじめに 

化学肥料の原料は，海外からの輸入に依存

しているため，原油価格や海上貨物輸送運賃

などと同様高騰してきている。従来，堆肥は，

土作り肥料として土壌の物理性改善を主な

目的としてきたため，肥料成分については参

考値程度に捉えられていた。国は，化学肥料

の代替として利用する動きに対応して，平成

24 年 9 月肥料取締法を改正した。 

これまで，特殊肥料である堆肥と硫安などの

普通肥料を混合した肥料を製造･販売するこ

とは，禁止されていた。改正により，条件付

きで堆肥と普通肥料を混合した肥料を製造･

販売することが可能となった。 

条件として，①原料となる家畜ふん堆肥は，

窒素 2%以上，窒素＋リン酸＋カリの合計 5%

以上，Ｃ/Ｎ比 15 以下であること。さらに，

堆肥の混合割合は，50%以下で成型・乾燥し

たのち製品の窒素＋リン酸＋カリの合計が

10%以上であることが定められた（図 1）。 

混合堆肥複合肥料として堆肥を活用すること

により，これまで堆肥の品質上問題となってい

た部分も改善された。主な改善点は，①成分値

の保証，②年間を通じた成分の安定化，③加熱

乾燥工程が入ることで病原菌や雑草種子の死

滅，④未熟堆肥施用による生育障害の回避など

である。 

試験を進めるにあたり，県内試験研究機関で

共同研究体制を組み，製品の試作から栽培試験

による肥効の確認までを効率的に行った。具体

的には，畜産試験場で混合堆肥複合肥料の試作

を行い，農業・園芸総合研究所と古川農業試験

場で栽培試験を実施した。また，産業技術総合

センターの技術支援により成型技術の検討も行

った。 

 

２ 成型方法 

 成型方法として，①ペレタイザーによるペレ

ット化，②金型を用いたマット化について検討



平成29年度宮城県家畜保健衛生業績発表会 

 

した。   

ペレット肥料は，ペレタイザー（株式会社垣

内製のツインダイス式（粒造くんミニ））を用い，

造粒径φ6 ㎜（ダイズ形状φ206 ㎜×50 幅（造

粒部）×2 個/１セット）とした。ペレット化後，

通風乾燥機で加熱乾燥し製品とした（図２）。 

マット肥料は，通常のプレスのみでは成形で

きなかったため，金型を用い 100℃・40ｔ・10

分の加熱圧縮（産業技術総合センターの技術支

援により）を行った。成形後は，真空パックに

より保存した。 

 

 

３ 試作ペレット肥料 

原料して使用する堆肥については，牛ふん単

体で窒素含量 2%以上とする条件をクリアでき

なかったため，窒素成分の多い豚ぷんと混合し

た。 

混合は，乳牛ふんと豚ぷんを重量比 4.5：5.5

の割合で行った。共同研究機関の設計に基づき，

堆肥，堆肥＋大豆粕，堆肥＋鶏糞にそれぞれ化

学肥料（硫安）を乾物重比１：１に配合した試

作品を作成した。試作品は，水稲，コマツナ，

ミニトマト及び牧草の追肥試験に供した。 

ペレット肥料について，乾燥処理の温度と時

間を変えて加熱による窒素飛散の有無を調査し

た。 

その結果，加熱温度・時間に関係なく，窒素

含有量は，安定していた（表１）。 

また，保存性を確認するため，ペレット肥料

の破断強度を木屋式硬度計で測定した。製造直

後と 180 日後に変化は無く（最大測定硬度を保

持），保存性に問題なかった。 

 

４ 栽培試験 

水稲栽培は，供試品種：ひとめぼれ，稚苗（草

丈 11.9 ㎝，葉数 2.5 枚）で 5 月 20 日移植（坪

60 株），基肥として窒素 4 ㎏/10a，リン酸・カ

リ 8 ㎏/10a とした。試験区は，化成肥料（硫安），

ペレット肥料（硫安＋（堆肥，堆肥＋大豆粕，

堆肥＋鶏糞））を窒素ベースで合わせて設定し

た。調査項目は，生育，収量，収量構成要素，

品質，収穫時養分吸収量とした。結果，ペレッ

ト肥料は，化成肥料（硫安）の肥効と大差ない

生育を示した。収量は，登熟歩合の差でペレッ

トが僅かに劣ったが有意な差ではなかった。養

分吸収量についても，差はなかった。 

 コマツナ栽培は，供試品種：河北，1/5,000a

ワグネルポットで実施した。試験区は，対照（硫

安），ペレット肥料（堆肥＋硫安），マット肥料

（堆肥＋硫安），原料堆肥（堆肥＋硫安），無窒

素とした。 

 肥料由来窒素供給率は，各肥料を不織布袋に

入れてコマツナを播種しないポットに埋設また

は表面設置し，収穫日に回収して袋内の残存窒

素量を測定した。 

結果，回収したペレット肥料及びマット肥料

の袋内には，アンモニア態窒素の残存が認めら

れた（表２）。 一般的な堆肥の場合，袋中のア

ンモニアは速やかに硝酸化成し流亡するため，

回収した堆肥中には「原料堆肥」のようにアン
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モニア態窒素はほとんど存在しない。しかし，

ペレット肥料やマット肥料の場合，ペレットや

マット内にアンモニア態窒素が局在しているた

め，局所的に EC（電気伝導度）が高く，微生

物による硝酸化成作用を受けにくくなってい

た。 

 コマツナより生育期間の長い品目では，速効

性肥料よりも窒素利用率が高まることが期待で

きる。 

 ミニトマト栽培は，供試品種：アイコ，1/2,000

ａワグネルポットで実施した。試験区は，対照

（液肥追肥），硫安，緩効性肥料，ペレット肥料

（堆肥＋硫安），マット肥料（堆肥＋硫安）とし

た。収穫は，摘心した 6 段目までとし，糖度は

2 段目の個体で測定した。総収量，成形果（7ｇ

以上）収量および糖度は，全ての区で有意な差

は認められなかった。 

 しかし，硫安，ペレット肥料及びマット肥料

は，窒素の供給過多となり，成長点枯れの個体

が散見した。 

イネ科牧草の追肥施用試験は，供試品種：オ

ーチャードグラス（まきばたろう）で畜産試験

用内草地にて実施した。試験区は，窒素水準を

25.9 ㎏/10a に統一し，対照（晩秋に堆肥＋早春

化成肥料＋1 番草後化成肥料＋2 番草後化成肥

料），晩秋ペレット肥料，早春ペレット肥料，無

施肥とした。葉色は，SPAD-502Plus（コニカミ

ノルタ社製）で測定した。 

1 番草は，生草収量・乾物収量で無施肥区＜

対照区＜早春ペレット区＜晩秋ペレット区と有

意な差が認められた。葉色も収量性が高いもの

ほど濃い結果となった。2 番草は，無施肥区が

低く，3 番草では各区に差は認められなかった

（表 3）。 

総収量は，対照区を 100 とした場合，晩秋ペ

レット区 142，早春ペレット区 104，無施肥区

64 となり，晩秋ペレット区が有意に高くなっ

た。 

結果，追肥としては，晩秋にペレット肥料の

一発施肥が有効となった。 

 施用時期は，晩秋が適期と判断された。 

 

５ まとめ 

 混合堆肥複合肥料の原料となる堆肥は，牛ふ

ん単体で窒素含量 2%以上がクリアできないた

め，豚ぷんの混合が必要である。ペレット肥料

は，焼成により窒素が失われることなく，保存

性にも問題なかった。マット肥料成型には，金

型を使用し 100℃･40ｔ・10 分の加熱圧縮が条件

となり，保存に真空パックを用いた脱気封入が

必要となった。 

 栽培試験では，水稲・コマツナ・ミニトマト
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全て慣行肥料と生育・収量･品質に差がなかっ

た。 

 コマツナ栽培後，ペレット肥料・マット肥料

にアンモニア態窒素の残存が認められ，肥効が

長く継続する結果となった。 

 イネ科牧草の追肥時期は，晩秋の一発施肥が

有効であった。 

 今後，既存の有機センター堆肥を材料に成型

条件，公定規格への対応の可否を検討していく。   

さらに，各畜種ふんの特性を活かした肥効コ

ントロールについても考えていく計画である。 

 

 

 

 


